
 
 
 
 
 
 
 
 

第６章          
高齢福祉保険課 
事業概要 
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○ 青森県老人福祉計画（老人福祉法第20条の９第1項）、青森県介護保険事業支援計画（介護保険法第118条）、青森県介護給付適正化
計画（介護保険法第118条第2項第2号及び第3号）を一体的に策定

○ 各市町村において策定された介護保険事業計画に基づく取組を支援する内容を記載
○ 計画期間は令和３年度～令和５年度

計画の位置付け

【参考１】要支援・要介護認定者数及び要支援・要介護認定率の推計
（人） （％）

【参考２】青森県の介護給付費の推移

（資料）令和２年度までは「介護保険事業状況報告」（各年度9月分）
令和３年度以降は地域包括ケア「見える化」システムの推計

（百万円）

上十三

下北

西北五

八戸

津軽

青森

施設

地域密着型

居宅

１ 青森県型地域共生社会の実現
２ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進

（地域支援事業等の効果的実施）
３ 認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進
４ 青森県保健医療計画と整合性のある在宅医療・介護

連携の推進（※）

主な内容

（※）地域医療構想において、将来的に病床から在宅医療等への移行分として見込んだ約1,128人/日分を追加的需要として当該計画（市町村計画）における
施設等のサービス量として見込むこととされている。

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告年報」

５ 地域密着型サービスを中心とした介護サービス基盤の整備
６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化

の取組の強化
７ 介護サービス事業者への指導・監督
８ 災害や感染症に係る体制整備

計画期間

（国が示す「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に沿って策定）

第１節 あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２１（令和３年３月策定）

１ あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２１の概要

生活習慣の改善など健康寿命の延伸に向け、市町村と連携し、
健康づくりや高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施などの
取組を推進

高齢者が地域社会の担い手としていきいきと活躍できる社会
づくりを目指し、就業やボランティアといった活躍の場の拡充とつ
どいの場などのコミュニティの活性化を推進

介護予防とともに地域での支え合い（互助）をベースとした地域
共生社会や意思決定支援（成年後見・ACP）の取組を推進

認知症施策推進大綱に基づき、認知症カフェやピアサポーター
を活用した本人及びその家族を支援

地域医療構想における入院医療から在宅医療・介護への対応の
方針を踏まえ、看取りを含む提供体制の整備を推進

市町村の介護保険事業計画における動向を踏まえ、地域密着
型サービスを中心に介護保険サービス見込量を推計

介護ロボットやICTを活用した介護現場の負担軽減を通じ、青森
県福祉・介護人材確保定着グランドデザインに基づく人材確保
を推進

従来の介護事業者への指導・監督に加え、非常災害・感染症対
策等の注意喚起を行うとともに良質なサービスを提供する事業
者を支援

制度の持続性を維持するため、保険者機能を発揮し、介護給付
の適正化を推進

【基本理念】

地域の支え合いで
高齢者の元気と笑顔
があふれる青森県

【基本施策】

【基本目標】 豊かな生活を叶える自立と健康

生きがいを感じる居場所づくり

認知症の人にやさしい環境づくり

支え合い共に生きる地域づくり

介護や医療が必要と
なった高齢者に寄り
添い続ける青森県

活気に満ちた介護現
場を創造し、介護保険
制度への信頼を守り

続ける青森県

本人主体のケアの確立と実践

介護人材の確保・養成・定着

介護保険サービス等の基盤整備

介護事業者の健全な発展

未来志向の介護保険財政の運営

高齢者が人生の最期まで自分らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安んじて暮らせる青森県

２ プランの基本理念
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後期高齢者の健康診査受診率（平成30年度）

特定保健指導の実施率

（平成30年度）

特定健康診査の実施率

（平成30年度）

８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合

（平成28年度）

喫煙率（平成28年）

メタボリックシンドロームの予備群者数の割合

（平成30年度）

メタボリックシンドロームの該当者数の割合

（平成30年度）

青森県 全国

○ 後期高齢者健康診査実施率向上のための健康診査推進計画の協議への参画
○ 特定健康診査・特定保健指導の効率的・効果的実施の支援
○ 歯科健診の啓発活動の推進、歯科口腔保健の知識の普及
○ 「８０２０（ハチマルニイマル）運動」の更なる推進に向けた保険者の取組の推進
○ ゲートキーパー育成研修会を実施し、高齢者の自殺予防を推進
○ 心身機能の低下に起因した疾病の予防に関し、市町村と連携

（１）豊かな生活を叶える自立と健康

（％）

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 健康づくり

○ 「地域ケア個別会議」を展開させるため、関係専門職との連携体制構築を支援
○ 多様な「つどいの場」の創出に向け、アドバイザー派遣等により取組を支援
○ 介護予防に関する研修会を実施し、リハビリテーションに関する人材育成の促進
○ 「健康介護まちかど相談薬局」等と地域包括支援センターとの連携強化の支援
○ 就労的活動の普及促進に向けた支援
○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の取組について市町村を支援
○ 市町村職員に対する研修会等の開催
○ 県民の健康づくりや介護予防の取組の普及啓発

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
４０歳から７４歳までの対象者の
特定健康診査の実施率

４９.１％
（Ｈ３０年度）

６８％以上

①
メタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の割合（特定保健
指導対象者の割合）

１５．９％
（Ｈ３０年度）

１４.２％

② 「つどいの場」のか所数
９２７か所

（Ｒ元年度）
１，２５０か所

②
「つどいの場」を週１回以上開催
するか所数

２８８か所
（Ｒ元年度）

４００か所

②
地域ケア会議に理学療法士、作
業療法士、言語聴覚士が参画す
る市町村数

３１市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

②
まちかどセルフチェック事業参加
市町村数

３９市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

高齢者の健康等に関する現状

特定健康診査の実施率、後期高齢者の健康診査実施率、80歳で20
歯以上の自分の歯を有する方の割合が低い

介護が必要となった主な要因

支援や介護が必要となった方の主な原因を見ると、運動器の障害が高い

② 介護予防の推進

資料：特定健康診査・特定保健指導の実施状況等に関するデータ（厚生労働省）、青森県県民健康・栄養調査、青森県歯科疾患実態調
査、青森県後期高齢者医療広域連合提供データ、人口動態統計

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成30年）

３ 基本施策

※ 以下、 はプラン抜粋現状・課題
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（％）

（生きがい就業）
○ 希望者全員が６５歳以上まで働くことができる中小企業の割合の向上
○ 就業機会の拡大措置の推進
○ ６０歳以上の方の起業の増加の促進

（地域貢献活動）
○ 活躍できる場と高齢者の希望を結びつける仕組みづくりの推進
○ 青森県ボランティア・市民活動センターにおける高齢者対象の研修会開催
○ 青森シニアカレッジによる社会貢献やボランティア活動のための基礎講座、

福祉施設等でのボランティア活動の実践講座の開講

（２）生きがいを感じる居場所づくり
６５歳以上まで働くことができる中小企業の割合 シルバー人材センターの活動状況

（社） （人・件）

現

状
・
課
題

多様な就業機会の確保

主
な
具
体
的
施
策

① 多様な活躍

（つどいの場）
○ 生活支援体制事業の関係者を対象とした研修の開催
○ 新たな「つどいの場」の立ち上げに関し、アドバイザー派遣等の支援
○ 市町村と関係機関の連携体制構築のための会議・研修会の開催
○ 介護予防活動の地域展開を支援
○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施のためのアドバイザー派遣支援
○ 「つどいの場」づくりの気運醸成のための啓発

（生涯学習・生涯スポーツの推進）
○ あおもり県民カレッジの講座内容、高齢者対象の学習事業等の充実
○ 単位老人クラブ・市町村老人クラブ連合会・県老人クラブ連合会の活動支援

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
希望者全員が６５歳以上まで働くこ
とができる中小企業の割合

８６．３％
（Ｒ２年度）

増加

①
県内のシルバー人材センターの目
標会員数

６，６５７人
（Ｒ２年度）

９，０７４人

①
県内のシルバー人材センターの受
注件数

３６，９０７件
（Ｒ２年度）

増加

①
県内の創業支援拠点を利用した６０
歳以上の起業者数

６人
（過去５年平均）

増加

①
青森県ボランティア・市民活動セン
ター開催の高齢者対象のボランティ
ア研修会の参加者数

４３２人
（Ｒ元年度）

５５０人

② 「つどいの場」の参加者実人数
１２，８２４人
（Ｒ元年度）

２５，３８０人

②
高齢者対象の学習事業を実施して
いる市町村数

２９市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

（百万円）
就労ニーズにマッチする新たな分野の開拓

② 多様なコミュニティへの参加

資料：公益社団法人青森県シルバー人材センター連合会「事業報告」

老人クラブ数及び会員数

減少傾向
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資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

（クラブ数）
（人）

6,995 6,910 6,828 6,748 6,657 

39,131 38,603 
39,851 
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会員数 受注件数 契約金額（百万円）

1,291 1,321 1,337 1,394 
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６５歳以上まで働くことができる中小企業数（青森県）

青森県割合

全国割合
資料：厚生労働省・青森労働局「高齢者の雇用状況」
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（地域包括支援センター）
○ 研修等の実施による職員の資質の向上
○ 地域包括支援センターの機能強化
○ 地域ケア会議が多職種連携のもと効果的に開催できるよう支援
○ 市町村と地域包括支援センターが一体的に運営されるよう助言
○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を活用した取組を支援
○ 評価制度の活用支援や他自治体との比較分析の支援

（地域ケア会議）
○ 市町村・地域包括支援センター職員等を対象とした研修会の開催
○ 情報収集・提供や研修等を実施し、地域ケア会議が有効に機能するよう支援
○ 専門職能団体等と連携して地域ケア会議等への参画を促進

（多様な主体による助け合い・支え合い）
○ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向け、好事例を紹介
○ ボランティアや地域活動などに取り組むことができる環境づくり
○ 生活支援コーディネーター同士のネットワーク構築、研修会の開催
○ 生活支援サービスの担い手が活動しやすい環境整備
○ 「青森県型地域共生社会」の実現に向け、市町村や地域との協働
○ 社会貢献団体等に生活支援サービスの提供主体となるよう促すとともに、

民間事業者等が市町村と連携して行う支え合い活動の働きかけ
（高齢者にやさしいまちづくり）

○ 事業者に対する整備基準の適合に向けた助言・指導

（３）支え合い共に生きる地域づくり①
地域包括支援センター運営上の課題

（人・件）

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 日常の暮らしを支える地域の力
主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
多職種協働による自立支援型地域
ケア会議を実施する市町村数

１９市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

①
地域ケア推進会議を開催する市町
村数

３６市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

①
地域ケア会議に理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士が参画する市
町村数

３１市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

①
住民主体による生活支援サービス
（訪問・通所型）を実施している市町
村数

４市町
（Ｒ元年度）

４０市町村

①
生活支援コーディネーター（第２層）
を配置する市町村数

１１市町村
（Ｒ元年度）

４０市町村

➀ 協議体（第２層）の設置
６市町

（Ｒ元年度）
４０市町村

➀
「青森県福祉のまちづくり条例」に基
づく整備基準適合施設数

３，８４６件
（Ｒ元年度）

４，３５４件

地域ケア会議の運営で困難・課題に感じていること

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「地域包括支援センターが行う包括的支援事業
における効果的な運営に関する調査研究事業報告書」（平成29年度老健事業）

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「地域包括支援センターが行う包括的支援事業
における効果的な運営に関する調査研究事業報告書」（平成29年度老健事業）
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平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

成年後見申立件数（青森家庭裁判所管内） 市町村長申立件数（青森家庭裁判所管内）

市町村長申し立ての割合（青森県） 市町村長申し立ての割合（全国）

○ 家族介護支援事業に加え、相談・支援体制が強化できるよう市町村を支援
○ ワークライフバランスの推進
○ 高齢者虐待対応の市町村職員向け研修、県民への虐待防止に向けた啓発
○ 弁護士、社会福祉士を派遣し、市町村を支援

（３）支え合い共に生きる地域づくり②
要介護者と同居する介護者の年齢組み合わせ別割合 介護・看護を理由とした離職者数

（千人）

現

状
・
課
題

老々介護

主
な
具
体
的
施
策

② 介護に取り組む家族等への支援

（成年後見制度）
○ 協議会を開催し、市町村の取組を支援
○ 成年後見制度に関する研修実施等、中核的な機関職員の資質向上を支援
○ 法人後見に関する研修実施等の市町村の取組を支援
○ 市町村長申立が円滑にできるよう市町村の取組を支援
○ 青森県社会福祉協議会の取組を支援

（自分らしい老後の在り方の探求・ACP）
○ 市町村において在宅医療・介護連携の取組が強化されるよう支援

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

②
あおもり働き方改革推進企業の認
証企業数

１３５社
（R2年12月現在）

増加

② 養護者による高齢者虐待件数
１６２件

（Ｒ元年度）
減少

③
成年後見制度利用促進市町村計
画を策定した市町村数

１１市町村
（Ｒ２年度）

４０市町村

③
中核的な機関を設置した市町村
数

１４市町村
（Ｒ２年度）

４０市町村

介護離職者は増加傾向

③ 意思決定支援の拡充

成年後見申立数の推移

担い手育成・活動支援

資料：青森家庭裁判所

（件）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

38.6 40.6 42.1 44.6 
53.5 

70.6 
75.0 

66.7 63.3 
57.1 

79.5 
8.2 5.6 

7.5 
12.0 

12.6 

22.8 13.3 
23.3 

24.5 35.8 

18.8 

0

20

40

60

80

100

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

女 男
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（早期発見・早期対応のための体制整備）
○ 認知症情報連携ツールをすべての市町村での活用を推進
○ 循環型で切れ目のない医療・介護連携体制整備を推進
○ 地域の保健・医療・介護関係者への研修等の実施
○ かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師、病院等勤務の医療従事者向け

認知症対応力向上研修の実施
○ 認知症ケアパスの活用、認知症地域支援推進員等の活動支援

（認知症の人とその家族を支える地域づくり）
○ 認知症カフェ設置への市町村支援
○ コーディネーター養成やチームオレンジメンバー等を対象とした研修の実施
○ 若年性認知症の相談体制整備、就労継続に向けた普及啓発
○ 広域の見守りネットワーク連携体制構築の推進
○ 見守り活動等の地域支え合い体制づくりの推進

（４）認知症の人にやさしい環境づくり
認知症の行方不明者数の推移（全国） 認知症サポーター及びキャラバン・メイト数

（人）
（人）

現

状
・
課
題

増加傾向

主
な
具
体
的
施
策

① 本人及びその家族への支援

○ 市町村において認知症サポーターの養成や活動が推進されるよう支援
○ 認知症に関する普及啓発
○ 認知症に関する相談窓口の周知
○ 認知症ピアサポーターの養成及び活動の場づくりを推進
○ 認知症の人本人から情報を発信する「地域版希望大使」の育成

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
認知症情報連携ツールを活用して
いる市町村数

１１市町村
（Ｒ２年８月）

４０市町村

① 認知症サポート医数
１０１人

（Ｒ２年３月）
１３５人

①
認知症カフェが設置されている市町
村数

３３市町村
（Ｒ２年３月）

４０市町村

①
チームオレンジを設置している市町
村数

１市
（Ｒ２年８月）

４０市町村

①
見守りネットワーク等を構築している
市町村数

３０市町村
（Ｒ２年８月）

４０市町村

②
認知症サポーター及びキャラバン・
メイト数

114，285人
（Ｒ元年度）

122，000人

②
認知症ピアサポーターの活動の場
の数

０か所
（Ｒ２年８月）

３か所

② 地域版希望大使の任命者数
０名

（Ｒ２年８月）
１名

具体的な支援につなげる仕組みを地域ごとに構築

② 正しい知識の普及啓発

資料：全国キャラバン・メイト連絡協議会
資料：警察庁「行方不明の状況」（令和元年）
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認知症サポーター及びキャラバン・メイト数 総人口に占める割合

9.4%

○ 医療と介護を必要とする高齢者に対する相談窓口の設置・普及
○ 地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設の整備や介護従事者の

確保
○ サービス提供体制の充実が図られるよう市町村を支援

（５）本人主体のケアの確立と実践
地域密着型サービスの概要 最後を迎えたい場所

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 切れ目のない医療・介護サービスの提供体制の確保

（在宅医療の推進）
○ 地域包括支援センターや介護事業者等の連携による医療提供体制を強化
○ 多職種連携による包括的な支援体制の担い手育成を支援
○ 在宅医療に関する医療機関等の情報を市町村に提供
○ 「入退院調整ルール」の運用について、課題を抽出し解決策を検討するため

の会議を圏域ごとに開催することで市町村を支援
○ 介護療養型医療施設から介護医療院等への転換を支援

（看取りの充実）
○ 介護サービス事業者等が配置医師や協力医療機関等と連携し、看取りに対

応することを推進
○ 患者や家族に対し看取りを含めた医療、介護に係る啓発

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
定期巡回・随時対応サービスの実
施市町村数

４市町
（Ｒ２年４月）

１１市町

①
看護小規模多機能型居宅介護の実
施市町村数

４市町
（Ｒ２年４月） １１市町

①
小規模多機能型居宅介護の実施市
町村数

１４市町
（Ｒ２年４月） ３０市町村

②
訪問診療を受けた患者数
（レセプト件数）

５３，９０６人
（Ｈ２９年度）

６１，０１５人

②
施設内看取りを行っている特別養護
老人ホームの割合

６６．１％
（Ｒ２年１２月）

増加

② 在宅で生ききるためのケアの拡充

資料：厚生労働省「人生の最終段階における医療に関する意識調査報告書」

死亡した場所別死亡数（青森県）

資料：総務省「人口動態調査」資料：厚生労働省
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○ ケアプラン点検で明らかとなった不十分なケアマネジメント上の課題を整理
し、法定外研修を実施

○ 市町村にアドバイザーを派遣し、「ケアプラン点検」を効果的に実施

（６）介護サービス等の基盤整備と見込量
高齢者１，０００人当たりの施設サービス利用者数（令和２年４月）

（人） （人・戸）

現

状
・
課
題

施設サービス合計で全国を上回っている

主
な
具
体
的
施
策

① 適切なケアマネジメントの実施
主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

① 法定外研修の受講者数
８人

（Ｒ元年度）
１００人

① ケアプラン数に対する点検実施率
０．６３％

（Ｒ元年度）
全国平均以上

②
定期巡回・随時対応サービスの実
施市町村数

４市町
（Ｒ２年４月）

１１市町

②
看護小規模多機能型居宅介護の
実施市町村数

４市町
（Ｒ２年４月）

１１市町

②
小規模多機能型居宅介護の実施
市町村数

１４市町
（Ｒ２年４月）

３０市町村

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の状況（各年度４月１日現在）

自らのライフスタイルや介護ニーズに見合った住まいを適切に選択（箇所）

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
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② 在宅サービス（居宅サービス・地域密着型サービス）
○ 定期巡回・随時対応サービス、看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機

能型居宅介護の施設整備を支援
○ 定期巡回・随時対応サービス、看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機

能型居宅介護の周知、サービス提供体制の充実

（養護老人ホーム・軽費老人ホーム）
○ 養護老人ホーム：適切な介護サービスが提供されるよう市町村を支援
○ 軽費老人ホーム：施設を運営する社会福祉法人の指導及び支援

（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）
○ 適切なサービス提供をはじめとする適切な運営の指導
○ 市町村と連携して利用者の視点に立った指導
○ サービス内容の透明性を確保するよう、事業者に対して指導

○ 地域密着型サービスを中心として、特別養護老人ホーム等の整備を支援
○ 介護医療院等への転換が円滑に行われるよう支援

③ 施設サービス

④ 多様な高齢者向け住まい

資料：県高齢福祉保険課・建築住宅課

（社会福祉士、介護福祉士、主任介護支援専門員・介護支援専門員）
○ 介護福祉士の資格取得及び潜在的有資格者の再就職を支援
○ 研修や職場体験等を実施し、福祉・介護分野への再就職を促進
○ 専門的な知識及び技術を持った人材の安定的な定着を促進

（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師・准看護師）
○ 「地域ケア個別会議」を展開させる関係専門職との連携体制の構築を支援
○ 在宅医療に取り組みやすい環境整備
○ 認知症ケアに携わる介護人材の育成

（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）
○ 「地域ケア個別会議」を展開させる関係専門職との連携体制の構築を支援
○ 地域域ケア会議や住民主体の「つどいの場」等関与への広域調整

（管理栄養士・栄養士、歯科衛生士）
○ 「地域ケア個別会議」を展開させる関係専門職との連携体制の構築を支援
○ 協議会等の場で関係団体と協議を行い、市町村支援の方策について協議

（７）介護人材の確保・養成・定着
介護人材の需給推計 介護職員の働く上での悩み、不安、不満等

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 「青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザイン」

○ 介護ロボットの導入を推進
○ ＩＣＴの導入を推進
○ ノーリフティングケアを推進

主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
「介護職員処遇改善加算」を取得し
ている事業所の割合

９３．８％
（R２年６月）

９８％

①
「特定処遇改善加算」を取得してい
る事業所の割合

６１．１％
（R２年６月）

７５％

①
青森県介護サービス事業所認証評
価制度における認証法人数

３９法人
（Ｒ２年９月）

６０法人

②
介護ロボットを導入している事業所
割合

８．６％
（Ｒ２年度）

増加

② ＩＣＴを導入している事業所割合
１５．４％
（Ｒ２年度）

増加

②
ノーリフティングケアを実践している
事業所割合（特別養護老人ホーム）

４１．２％
（Ｒ２年度）

８０％

③
介護事業所に勤務する介護職員数
のうち介護福祉士の割合

５６．２％
（Ｈ３０年度）

増加

③ 法定外研修の受講者数
８人

（Ｒ元年度）
１００人

労働環境・処遇の改善や資質の向上が必要

③ 介護現場を担う専門職

介護サービス従事者の推移（青森県）

専門性の高い人材の確保、育成が必要
（人）

資料：厚生労働省「介護人材需給推計ワークシート」 資料：令和元年度介護労働実態調査（青森県版）

② 介護現場の革新
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62.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

業務に対する社会的評価が低い

有給休暇が取りにくい

精神的にきつい

身体的負担が大きい（腰痛・体力）

仕事の内容のわりに賃金が低い

人手が足りない
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総数 介護職員 介護福祉士（再掲） 介護支援専門員等

資料：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 常勤（専従、兼務）、非常勤を含む統計
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（介護サービス事業者等の指定等）
（介護サービス事業者等への指導）
（事故への対応）
（苦情相談等への対応）
（施設における虐待の防止）

○ 虐待防止の徹底
（非常災害及び感染症への対応）

○ 必要なサービスが継続されるよう支援
（介護サービス情報の公表）

○ 「介護サービス情報公表システム」等により公表

（８）介護事業者の健全な発展
介護サービス事業者等の指定状況 養介護施設従事者等による高齢者虐待の件数

（事業所・施設数：個所） （件）

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 介護サービス事業者の指導・監督

○ 介護サービス事業所認証評価制度や事業所情報の公表により「見える化」を推進
○ 魅力ある職場づくりを推進し、職員の定着を促進
○ 介護現場の効率化・負担軽減、介護業界のイメージ改善

主な達成目標

② 青森県の主要産業として

資料：厚生労働省「高齢者虐待の防止、高齢者の養護に対する
支援等に関する法律に基づく対応状況に関する調査」

産業別就業者数の推移（青森県）

資料：総務省「就業構造基本調査」資料：県高齢福祉保険課
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H14 H19 H24 H29

全産業 卸売・小売業 医療、福祉 農林、林業 製造業

（産業別） （全産業）

○ 市町村と連携し、生活支援サービスの提供主体となるよう促す
○ 低所得者を対象とする利用者負担軽減制度事業の実施を働きかける
○ 利用者負担軽減制度事業実施の申し出を青森県介護サービス事業所認証

評価制度の認証取得のための要件の１つとする

③ 老人福祉を実践する法人に求められる社会的な役割

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

①
利用者等から介護サービス事業者
等の介護報酬請求等に関する苦情
があった場合の実地指導等の対応

１００％
（Ｒ２年度）

１００％

①
介護サービスの提供の場における
利用者の事故報告件数

２３７件
（Ｒ元年度）

減少

①
養介護施設従事者等による高齢者
虐待の件数

６件
（Ｈ３０年度）

減少

① 介護サービス情報の公表の頻度 随時 随時

③
法人・社会福祉協議会・地域等の複数
協働による地域貢献活動の実施圏域数

１圏域
（Ｒ元年度）

６圏域

③
介護サービスを行う社会福祉法人
のうち利用者負担軽減措置事業実
施の申出をする法人の割合

５６．１％
（Ｒ元年度）

８０％

（介護給付費と介護保険料）
○ 介護予防の取組を推進
○ 介護給付適正化の取組を推進

（低所得者の負担軽減）
○ 利用者負担軽減制度事業の実施を社会福祉法人等に働きかける
○ 利用者負担軽減制度事業を実施している社会福祉法人を公表
○ 施設整備補助にあたり事業を実施している社会福祉法人を優先
○ 利用者負担軽減制度事業実施の申出を青森県介護サービス事業所認証

評価制度の認証取得のための要件の１つとする
（介護給付の適正化）

○ 「ケアプランの点検」について、全市町村での実施を積極的に支援
○ 介護給付の適正化に関する研修の充実
○ 介護支援専門員をアドバイザーとして派遣
○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士をアドバイザーとして派遣
○ 介護給付適正化システム及びケアプラン分析システムの活用を推進
○ 介護サービス事業者に対して、介護報酬を適切に請求するための指導

（９）未来志向の介護保険財政の運営
本県の介護給付費

（億円）

現

状
・
課
題

主
な
具
体
的
施
策

① 介護給付の動向
主な達成目標

区
分

主な指標 現状値 目標値
（Ｒ５年度）

① 第１号介護保険料の対全国水準
全国比112％

（第７期）
全国比104％

（第９期）

①
介護サービスを行う社会福祉法
人のうち利用者負担軽減措置事
業実施の申出をする法人の割合

５６．１％
（Ｒ元年度）

８０％

①
介護給付適正化の主要５事業全
てを実施する市町村数

３８市町村
（Ｒ２年１２月）

４０市町村

① ケアプラン数に対する点検実施率
０．６３％

（Ｒ元年度）
全国平均以上

② 共同連帯の理念とそれぞれの役割

社会福祉法人による利用者負担軽減制度事業の実施状況

（市町村・人）

資料：青森県国民健康保険団体連合会（高額介護サービス費、公費負担医療、特定入居者介護サービス費を含む）
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資料：県高齢福祉保険課
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（１）本人及びその家族への支援
ⅰ）早期発⾒・早期対応のための体制整備
ⅱ）認知症の人とその家族を支える地域づくり

（２）正しい知識の普及啓発

取組方針（枠組み）
体 制 整 備

人 材 育 成

市 町 村 支 援

認知症施策市町村等セミナー

本人及びその家族への支援

認知症施策推進協議会

「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実
現を目指す。

県の認知症施策の方向性

認知症疾患医療センター運営事業

医療従事者向け認知症対応⼒向上研修
介護従事者向け認知症対応⼒向上研修

認知症初期集中支援チーム員・
認知症地域支援推進員育成研修

認知症サポート医養成事業

認知症介護実践者等研修
認知症介護指導者養成研修

県職員認知症サポーター養成講座

認知症キャラバン・メイト養成研修

正しい知識の普及啓発

認知症ピアサポーター養成事業

認知症ピアサポーターの活動の場
づくり事業

認知症の人の
活躍推進事業

権利擁護相談支援事業・市⺠後⾒推進事業市⺠後⾒人育成・活⽤推進事業
認知症サポーター活動促進事業 若年性認知症総合支援センター

♦ 早期発⾒・早期対応のための体制整備

♦ 認知症の人とその家族を支える地域づくり

第２節 高齢社会対策、高齢者福祉対策

１ 認知症対策

令和４年度県認知症施策事業計画

本人およびその家族への支援

市
町
村

県

青森県認知症施策推進協議会

認知症初期集中支援推進事業認知症地域支援・ケア向上事業

認 知 症 総 合 支 援 事 業

認知症市町村等連絡会（セミナー）

在宅医療・
介護連携
推進事業

認知症高齢者
見守り事業
（任意事業）

市民後見推進事業

高齢者虐待防止対策

地域ケア会議推進事業

生活支援体制整備事業

令和４年度認知症施策事業体系図

認知症ケアパスの作成
認知症カフェなど

◆認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進 ◆2025年地域包括ケアシステム構築に向けた市町村支援強化

高齢者権利擁護相談支援事業

市民後見推進事業

市民後見育成・活用推進事業

正しい知識の普及啓発

若年性認知症
総合支援センター

若年性認知症
自立支援

ネットワーク会議

若年性認知症
自立支援

ネットワーク
研修会

認知症介護指導者養成研修
認知症介護実践者等研修
介護従事者向け認知症対応力向上研修

認知症初期集中支援チーム員・
認知症地域支援推進員育成研修

チーム員・推進員ネットワーク連絡会

医療従事者向け認知症対応力向上研修

認知症疾患医療センター

認知症サポート医養成・
地域支援強化研修

認知症の人の活躍推進事業

認知症ピアサポーター養成事業

認知症ピアサポーターの
活動の場づくり事業

認知症サポーター

・養成講座
・ステップアップ講座

県職員

認知症サポーター
養成講座

認知症サポーター
活動促進事業

認知症の人とその家族を支える地域づくり

体
制
整
備

早期発見早期対応のための体制整備

包
括
的
支
援
事
業

認知症サポーター活動促進・
地域づくり推進事業

チーム
オレンジ

キャラバンメイト

・養成研修
・フォローアップ研修

県
民
局

人
材
育
成

市
町
村
支
援

介護保険サービス

障害福祉サービス
認知症情報連携
ツールの活用促進

認知症情報連携
ツールの活用促進
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人材育成

対象　等 委託先　等

1 認知症サポート医養成事業
認知症サポート医養成研修 医師（公費派遣１２名） 国立長寿医療研究センター
認知症サポート医地域支援強化研修 認知症サポート医・医療介護の関係者 認知症疾患医療センター２か所

2 医療従事者向け認知症対応力向上研修
かかりつけ医 かかりつけ医 県医師会

病院勤務の医療従事者 病院（急性期病棟を想定）勤務の医療従事者　医師、看護師等 県医師会
看護師 看護管理者 県看護協会
病院勤務以外の看護師等 診療所等で勤務する看護師、歯科衛生士等の医療従事者 県医師会
歯科医師 歯科医師 県歯科医師会

薬剤師 薬剤師 県薬剤師会

3 認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員育成事業
認知症初期集中支援チーム員研修 県内市町村の認知症初期集中支援チーム員（市町村職員等） 国立長寿医療研究センター
認知症地域支援推進員研修 県内市町村の推進員（市町村職員等） 認知症介護研究・研修東京センター

4 認知症施策市町村等セミナー 市町村職員・地域包括支援センター職員・保健所職員等 県直営（国庫補助事業）

5 認知症介護指導者養成研修事業 各認知症介護研修の講師として従事することが予定されている者（２名） 認知症介護研究・研修仙台センター

6 認知症介護実践者等研修
認知症対応型サービス事業開設者研修 事業所を開設している（しようとしている）法人代表者又は事業所の管理者 県老人福祉協会
認知症対応型サービス事業管理者研修 事業所の管理者に就任予定（未受講の管理者含む）の者 県老人福祉協会

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 計画策定担当（就任予定含む）の介護支援専門員 県老人福祉協会

介護実践リーダー研修 実践者研修受講後１年以上経過した者 （指定事業者）

介護実践者研修 現場経験概ね２年程度の者 （指定事業者）

7 介護従事者向け認知症対応力向上研修

認知症介護指導者フォローアップ研修 認知症介護指導者（１名） 認知症介護研究・研修仙台センター

認知症介護基礎研修事業 介護職員等 認知症介護研究・研修仙台センター

8 認知症の御本人、保健医療福祉関係者　等 県直営

9 若年性認知症自立支援ネットワーク研修 若年性認知症の人への支援に携わる者 こころすこやか財団

10 高齢者権利擁護研修会 市町村・地域包括支援センター職員等 県社会福祉士会

11 認知症キャラバン・メイト養成研修 要件を満たす者（年１回） 認知症の人と家族の会青森県支部

12 認知症キャラバン・メイトフォローアップ研修 県内のキャラバン・メイト等（年１回） 認知症の人と家族の会青森県支部

名称

正しい知識の普及啓発

認知症ピアサポーター養成研修
（重点：認知症の人の活躍推進事業）

本人及びその家族への支援

早期発見・早期対応のための体制整備

認知症の人とその家族を支える地域づくり

体制整備

内容 委託先等

1 認知症施策推進協議会
医療・介護・福祉等の関係者による協議会において、県内の総合的な認知
症施策の推進に向けた協議を行う。

県直営（年２回）

2 認知症施策市町村等セミナー
市町村等を中心とした、県内の認知症施策の関係者が一堂に会し、施策の
方向性の共有や先進事例の収集をとおして県の認知症施策の推進に資す
る。

県直営（年２回）

3 認知症疾患医療センター運営事業
県内６か所の医療機関を認知症疾患医療センターに指定し、専門医療機
関・地域連携推進機関としての役割を担う。

つくしが丘病院
弘前愛成会病院
青南病院
つがる総合病院
高松病院
むつ総合病院

認知症の人とその家族を支える地域づくり

認知症ピアサポーター養成事業 県直営

（重点：認知症の人の活躍推進事業）

認知症ピアサポーターの活動の場づくり事業 県直営

（重点：認知症の人の活躍推進事業）

青森県若年性認知症実態把握事業 委託

（重点：認知症の人の活躍推進事業）

7 若年性認知症総合支援センター
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、本人・家族・関係機関からの
相談支援、サービス調整を行う。

8
医療・介護・福祉・雇用の関係者が連携し、本人の状態に合わせた適切な
支援が図られるような若年性認知症自立支援ネットワークを構築するため
の会議を開催。

9 市民後見人育成・活用推進協議会 県内４地域で実施

10 （市民後見人育成・活用推進事業） （青森・八戸・西北五・下北）

県直営

県直営（年5回）

4
認知症ピアサポーターに関する普及啓発を進める他、認知症ピアサポー
ターの養成に向けた調査や研修会を行う。

名称

12
県人事課が実施する新採用研修にて、県及び市町村の新採用職員等に対
して認知症サポーター養成講座を開催する。

二次保健医療圏域ごとに協議会を設置し、市町村において、市民後見人養
成研修の複数市町村による共同実施や、中核機関の設置に向けた協議を
行う。

11
2025年までの間に全市町村で整備することとされている「チームオレンジ」
において、中核的な役割を担う「コーディネーター」の要請を推進するため、
研修会開催等の取組を進める。

認知症サポーター活動促進事業

本人及びその家族への支援

早期発見・早期対応のための体制整備

こころすこやか財団
（八戸市）

若年性認知症自立支援ネットワーク会議

正しい知識の普及啓発

5
認知症ピアサポーターの活動の場創設に向けた、事業所等を対象とした研
修会を行う。

6
若年性認知症の人及び家族、医療機関や介護サービス事業所等を対象と
した調査を行い、若年性認知症の実態や支援ニーズを把握する。

県職員認知症サポーター養成事業
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○地域の実情という多様性の存在を前提としつつ、各地域における医療・介護提供体制のあるべき姿（目標）や進め方の全体像を関係
者で共有した上で、各取組を一体的に行うことが非常に重要。

○複数の主体が参加して体制を構築・強化していく過程は、常に参加者の認識の共有と合意、新たな知識の獲得や深化、意識変容、
連携強化が行われ、その一連をもって体制構築・強化が行われるという正のスパイラルである。それを短期間に成し遂げるためには、
漫然と取組を行うのではなく、戦略的に取り組んでいくことが必要。

２ 在宅医療・介護連携

青森県では全40市町村が(ア)から(キ)
の事業全てを実施している。

高齢者福祉／児童福祉／障害者福祉
の各分野で設置する協議会等において、具体的な取組
を検討するとともに、目標の達成状況や事業の進捗
状況等について点検・評価を実施

令和７年（2025年）

※国の施策の状況変化や社会情勢の変化にも 柔軟

に対応するため、必要に応じて内容見直し

３ 目標年次

１ 策定の趣旨

４ 推進・点検体制

各分野の計画で掲げる「人材の確保・育成」について、

関係主体が一体となって、具体的に取り組むための

基本方針を定めるもの。

２ 性格、位置付け

あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５

のびのびあおもり子育てプラン

青森県障害福祉サービス実施計画（第４期計画）

第３節 福祉・介護人材の確保定着

１ 青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザインの概要

青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザインは、青森県の今後の福祉・介護人材の確保定着を総
合的・計画的・かつ全県的な体制で推進していくため、その基本的な考え方と施策の推進の方向性を示す
ことを目的に策定。
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基本理念
福祉・介護サービス事業所において「より魅力ある職場づくり」を進めることで、従事者が
やりがいと誇りを持って働くことができる良質な雇用の場の増加と福祉・介護サービスの
安定的な提供を進め、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる青森県を目指します。

目指す姿
○ 経営理念・目的が明確で、組織全体に共有されている。
○ 介護報酬等の改定があっても十分に対応できる安定した経営基盤を持っており、業務の規模や

内容に見合う人材の採用・確保も着実に行われている。
○ 適材・適所の人事配置が行われており、円滑な人事異動が可能な一定規模の組織体制が確保されている。
○ 職員の資格や能力に応じた組織的な人材育成・サポート体制が確保されている。
○ 明るく風通しの良い組織で、現場から経営陣まで円滑にコミュニケーションが行われており、業務改善に取り組む

風土が形成されている。

○ やりがいと誇りを持って働き、日々の仕事に満足を覚えている。
○ 利用者にとっての満足や価値を考え、職員相互に業務の運営・改善に常に努めている。
○ 良好なチームワークの構築に自らが関わっている。
○ 上司から指示・指導を適時・適切に受けている。
○ 職責・業務内容に見合った評価・待遇（賃金含む）を得ることができている。
○ 将来の見通しを持つとともに、ライフステージに応じた多様な働き方や、柔軟な休暇取得等により、結婚・出産・育児・

介護等をしながら働くことができる。
○ 意欲・能力に応じて、資格取得等によるキャリアアップができる。

○ 福祉・介護に関する県民の理解が進み、福祉・介護業界のイメージが向上する。
○ 福祉・介護業界への新規入職者及び再就業する潜在的有資格者が増える。
○ 地域に開かれ必要とされる福祉・介護サービス事業所として、地域社会からの期待と信頼が高まる。

１ 福祉・介護事業者（＝組織）の目指す姿

３ 県民理解の拡大

２ 福祉・介護従事者（＝人材）の目指す姿

５ 基本理念、目指す姿

１ 参 入 促 進

２ 労 働 環 境 ・
処 遇 の 改 善
による定着促進

３ 資 質 の 向 上

（１）理解促進とイメージアップ
～福祉・介護の仕事の魅力を伝え、理解促進とイメージ向上を図ります。

（２）多様な人材の参入促進
～新卒者のほか、若者、中高年齢者、障害者、他産業からの転職者、在宅介護経験者等、未経験者

も有資格者も含め、多様な人材の参入を促進します。

（３）人材採用への取組
～求職者が必要とする情報の公表、事業者の採用活動の強化等の取組を進めます。

（１）事業所情報、人材確保・育成の取組の「見える化」推進
～介護サービス事業所認証評価制度や事業所情報の公表により、「見える化」を推進します。

（２）雇用管理改善の推進
～雇用管理改善により魅力ある職場づくりを推進し、職員の定着促進を図ります。

（１）キャリアパス整備の推進
～将来の見通しを持って働き続けるためのキャリアパス整備を推進します。

（２）職員の意欲・能力に応える育成体制の整備
～未経験者でも本人の意欲・能力に応じてキャリアアップができる環境を整備します。

◎介護サービス事業所に対する認証評価の実施

◎事業所情報の公表推進

重点的な
取組

適切な職員処遇や人材育成を行う事業所
の人材確保定着を重点的に支援

６ 推進戦略
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１ 参 入 促 進

（１）理解促進とイメージアップ

○福祉・介護の魅力発信

○福祉・介護に触れる機会の提供

（２）多様な人材の参入促進

○新卒者の参入促進

○介護福祉士等養成施設ルートの参入促進

○既卒者（未経験者、潜在的有資格者）の参入促進

（３）人材採用への取組

○求職者が必要とする情報の積極的な公表

○採用活動の強化

２ 労働環境・処遇の改善
による定着促進

（１）事業所情報､人材確保･育成の

取組の「見える化」推進

○介護サービス事業所認証評価制度の実施

○社会福祉法人調査の実施等による事業所情報の公表推進

（２）雇用管理改善の推進

○仕事と家庭を両立しながら働き続けることのできる環境づくり

○明確な給与体系の構築、賃金水準を含めた勤務環境の整備

３ 資 質 の 向 上

（１）キャリアパス整備の推進 ○キャリアパス制度、キャリアパス支援の仕組みの整備と周知

（２）職員の意欲・能力に応える

育成体制の整備

○新任職員育成体制の整備

○職員の資格取得の支援、研修受講の促進

７ 施策の体系

ポイント
◎適切な職員処遇や人材育成を行う事業所

の人材確保定着を重点的に支援

労働環境・
処遇の
改善

参入促進

資質の
向上

取組の促し、支援、認証

認証申込、データ提供

事業者

◎福祉・介護の魅力発信
◎地域との交流､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･

体験･見学等の積極的受入
◎採用活動の強化

◎キャリアパス、新任職員
育成体制の整備

◎職員の資格取得の支援、
研修受講の促進

離職防止

◎情報公表
（賃金、キャリアパス、離職率等）

◎風通しの良い組織づくり
◎仕事と家庭を両立しなが
ら

働き続けることのできる
環境づくり

◎賃金水準､勤務環境の改
善

魅力ある
職場づくり

県 ◎グランドデザイン策定

○介護サービス事業所認証評価制度の実施
○事業所情報の公表推進

老人福祉協会・介護
労働安定センター等
関係機関

◎研修等実施による
従事者・事業者支援

入職

研修、アドバイザー派遣等

研修

育成

従事者

新規入職者

定着

イメージアップ・
入職希望者増

やりがいアップ・
就労継続

福祉・介護人材確保定着のイメージ

ＡＬＬ青森の
推進体制構築

国の総合的
な

確保方策で
掲げる３つの
アプローチ

労働局

◎雇用管理改善の推進

◎認証を受けた事業所を求職者に紹
介

福祉人材センター（県社会福祉協議会）

◎マッチング（求人条件調整、求職者のニーズ

に合った職場づくりの助言等）

◎認証を受けた事業所を求職者に紹介

養成施設
◎新規参入者開拓

◎認証を受けた事業所を学生に紹介

◎介護福祉士養成

助成金、指導

研修、訪問、
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣

認証を
取得した
事業所を
積極的に
紹介

◎新規入職者開拓

認証を受けた
事業所で安定
的に人材確保

福祉・介護人材

理解促進

○グランドデザインの冊子
作成・配布
→従事者応援をＰＲ

○認証を受けた事業所の
情報を関係機関に提供、
ＨＰで公表
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目的 ～「質の高い介護人材の確保・育成」 「利用者のニーズに合った質の高いサービス提供」～

介護サービス事業所認証評価制度とは

認証評価制度の流れ

認証事業所への支援策

～青森県介護人材確保・定着応援サイト～

かいご応援ネットあおもり http://www.aomori-kaigo.net

学生・一般求職者、サービス利用者・家族、介護サービス
事業者、教育機関向けに、それぞれが必要な情報を紹介

【認証事業所】
◆ 人材育成とサービスの質の向上にしっかり取り組む事業

所として紹介
◆ 採用後のキャリアアップ支援、10年後の給与、定着率、

平均勤続年数など普段はあまりわからない情報も掲載
→ 介護の仕事を考えている方にとっては有効な情報に！

認証マーク

認証マークを活用し、

認証事業所であること
を広く周知

R4年3月末現在
【参加宣言事業所】

173事業者

【うち、認証事業所】
44事業者

４つの分野ごとに評価項目と評価基準を設定

１ 職員の処遇改善の取組を評価する項目

２ 介護人材育成の取組を評価する項目

３ 地域交流・コンプライアンス等の取組を評価する項目

４ 介護サービスの質を評価する項目 ①各サービス共通 ②サービス別

認証を希望する事業所における職員の処遇改善・人材育成及びサービスの質の
向上に関する取組等を評価し、県が定める評価基準を全て満たしている事業者を
認証し公表する。

青森県独自の評価
◆サービスの質の評価
（サービス別）
当面は県が定める介護
報酬の加算の算定の
有無により評価

認証事業所

県が運営するホームページ
上で、「処遇改善・人材育成
とサービスの質の向上に積

極的に取り組む認証事業所」
として情報を公表

介護サービス
事業所の

見える化

学生・求職者

就職にあたり知りたい
情報がわかる。

介護職員

やりがいを持って
働くことができる。

サービス利用者・家族

自分のニーズに合ったサービスを受けられる。

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・法
人

応
募

認
証
評
価
制
度
参
加
宣
言

事
業
所自

己
点
検

認証取得に
向けた取組

・認証取得のための
セミナー

・個別相談会など

①
認証申請

②

青
森
県
に
よ
る
審
査

認
証
評
価
制
度
推
進

委
員
会
に
よ
る
意
見

④

青
森
県
が
認
証

認

証

事

業

所

県が支援登録･公表(有効期間2年) 書面・現地確認 認証･公表(有効期間3年)

継
続
的
な
取
組

③

２ 青森県介護サービス事業所認証評価制度

１ 県が実施する施設整備等の各種補助金を優先的に採択

２ 介護サービス事業者等指導における実地指導頻度の緩和

３ 青森県介護人材確保・定着応援サイト「かいご応援ネットあおもり」で
認証事業所として紹介

４ 就職相談会等において求職者に認証事業所であることを周知

５ 県主催の研修の優先的な受講決定

６ 県の推薦が必要な助成制度、研修等において優先的に推薦

７ 特定事業所集中減算除外要件である正当な理由として考慮

８ 介護職員の育児支援サービス利用等に対し、事業所が費用を一部負担
する際の補助（青森県福祉・介護人材定着促進事業）

９ 県内金融機関による低利融資（法人向け、従事者向け）

10 県が実施する企業就職説明会の優先的参加

宣言
↓

認証されるための
事業所努力

事業所の質の向上
（サービス・人材育成・

処遇改善）

◆ 働きやすい職場
◆ サービスの質の向上

に取り組む事業所

◆ 新規入職者が
増え人材が定着

◆ サービス利用者
が増える

選ばれる事業所
となるための
さらなる努力

ここから
スタート！

認証による
「事業所の見える化」

が生み出す好循環

やりがいを感じて
安心して働ける

職場

質の高い介護
サービスの提供

県の支援・認証

県が認証事業所を公表
「見える化」

⻘森県介護サービス事業所認証評価制度の概要（イメージ）

利用者・家族のメリット
◆自分のニーズに合ったサービス事業所を選択できる。
◆住み慣れた地域で最期まで安心して暮らすことができる。

学生・求職者のメリット

◆就職にあたり、知りたい事業所
情報を入手でき、比較検討、
判断が容易になる。

◆人材育成・定着に積極的に取り
組む事業所＝良い就職先が
増える。

職員のメリット
◆若い人がやりがいを持って安心して働くことができる。
◆中高年や子育て中・後の女性など多様な働き方ができる。
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制度への参加状況（令和3年度）制度への参加状況（令和3年度）

（令和4年3月末現在）

法人種別 参加宣言法人数 認証取得法人数

社会福祉法人 89 36

医療法人 10 2

生協 2 2

営利法人 66 4

その他（NPO法人等） 6 0

合 計 173 44

（１）参加宣言・認証取得法人数

№ 法人名 本部所在地

1 八戸医療生活協同組合 八戸市

2 （有）すかい 青森市

3 （福）同伸会 八戸市

4 （福）青森社会福祉振興団 むつ市

5 （福）秋葉会 八戸市

6 （福）すずかけの里 青森市

7 （福）若菜会 五所川原市

8 （福）スプリング 八戸市

9 （福）緑風会 平川市

10 （福）嶽暘会 弘前市

11 （福）寿栄会 八戸市

12 （福）諏訪ノ森会 青森市

13 （福）柏友会 つがる市

14 青森保健生活協同組合 青森市

15 （福）みやぎ会 八戸市

※（福）社会福祉法人、（医）医療法人
（株）株式会社、（有）有限会社（２）認証事業所一覧

№ 法人名 本部所在地

31 （福）沢朋会 弘前市

32 （株）五所川原ケアセンター 五所川原市

33 （福）つがる三和会 弘前市

34 （福）平元会 青森市

35 （福）愛成会 弘前市

36 （福）清友会 青森市

37 （福）貴望会 横浜町

38 （福）快適福祉協会 六戸町

39 （福）八戸市社会福祉事業団 八戸市

40 （有）ながしま 青森市

41 （福）友の会 八戸市

42 （福）みろく会 八戸市

43 （福）宏仁会 平内町

44 （福）内潟療護園 中泊町

№ 法人名 本部所在地

16 （株）相成 弘前市

17 （福）桜木会 むつ市

18 （福）和幸園 青森市

19 （福）拓心会 五所川原市

20 （医）仁泉会 八戸市

21 （福）徳望会 階上町

22 （福）天寿園会 七戸町

23 （福）素心の会 五戸町

24 （医）サンメディコ 弘前市

25 （福）奥入瀬会 おいらせ町

26 （福）津軽富士見会 弘前市

27 （福）三笠苑 平川市

28 （福）八千代会 むつ市

29 （福）弘前豊徳会 弘前市

30 （福）七戸福祉会 七戸町

３ 青森県福祉人材センターの概要

社会福祉事業等の福祉マンパワー確保対策を総合的に推進するため、社会福祉法第９３条第１項に基づき、
平成５年３月に青森県福祉人材センターを設置し、青森県社会福祉協議会に運営を委託している。

2,542

3,248
2,616

1,937

1,897

8,713

7,650

8,757

6,943

7,178

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

Ｈ29 H30 R1 R2 R3

有効求職者数 有効求人件数

【事業内容及びR３実績】

○無料職業紹介事業の実施
・求人事業所、求職者の登録、紹介

○社会福祉事業経営者に対する相談・援助
・福祉施設経営相談（経営、労務、会計・税務、法律等。延べ31件）
・福祉職場内環境整備研修

（離職防止環境整備研修会､メンタルヘルス研修会開催、128名参加)

○社会福祉事業従事希望者への説明会､講習会
・福祉の仕事相談フェア（4回開催、69名)
・福祉の仕事1日移動相談（21回開催、55名）
・福祉のお仕事ガイド入門セミナー（12回開催、167名）

○社会福祉事業従事者への研修

・福祉職員キャリアパス対応生涯研修（初任者／中堅／チームリー
ダー／管理職員対象、計5回開催、201名参加）
・職場内研修担当者研修会（48名参加）

○福祉に対する啓発・広報

福祉人材センター

八戸福祉人材バンク

弘前福祉人材バンク

【実施体制】

（弘前市社会福祉協議会）

（青森県社会福祉協議会）

（八戸市社会福祉協議会）

【福祉人材センターにおける有効求職者数・有効求人件数の動向】

※H29以降、有効求人件数が有効求職者数を上回っており、
新規求職者の確保が課題となっている。

求人相談 求職相談 紹介 採用

1,239件 2,139件 222件 139件

※福祉人材センターの支所として、弘前市と八戸市に人材バンクを設置し、
福祉人材センターが指導、助言を行いながら、広域的な福祉人材確保対策
を推進している。
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限られた資源を有
効に活用し、必要な
サービスを確保して
いくため、「医療・介
護サービスの提供

体制の改革」が
急務！

４ 医療介護総合確保基金による令和４年度計画事業（介護分）の概要
＜具体的な取組＞

今後急増する高齢単身
世帯、夫婦のみの世帯、
認知症高齢者が可能な限
り住み慣れた地域で継続
して日常生活を営むことを
可能とするため、地域密着
型サービス等、地域の実
情に応じた介護サービス
提供体制の整備を促進す
る。

◯地域密着型サービス施
設等の整備

◯介護施設の開設準備へ
の支援

介護施設等の整備

【ケアマネジメント支援】

【医療介護連携促進】

【総合事業 ・介護予防
在宅サービス支援】

【介護人材キャリア
アップ研修支援 】

【介護職の理解促進】

【人材確保対策】

【地域の支え合い・助け
合い活動継続支援】

【新人介護職員定着支援】

地
域
に
お
け
る
介
護
サ
｜
ビ
ス
提
供
体
制
の
充
実

↓

医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保

＜本県の課題＞

○急激な高齢化
（本県の高齢化率は
2025年に全国４位、
2035年には２位に）

◯介護が必要になって
も住み慣れた地域で介
護サービスが受けられ
るよう、在宅サービス
の充実に努めるととも
に、在宅サービスでの
対応が困難な場合に、
地域密着型サービスを
中心として施設サービ
スの確保が必要。

○後期高齢者の増加に
伴い介護ニーズの高ま
り、介護人材の需要も
伸びが想定。
需給推計では、令和7

年には、約2,447人の介
護人材が不足。

＜目標＞

地域の実情に応じて、

多様な人材の参入促進、
資質の向上、労働環境・
処遇の改善の観点から、
介護人材の確保のための
取組を実施する。

【取組の視点】
◯参入促進
◯労働環境・処遇の

改善
◯資質の向上

介護従事者の確保

参
入
促
進

12
件

資
質
の
向
上

26
件

労
働
環
境
・処
遇
改
善

11
件

【基盤整備・介護現場
「革新」促進】

【介護職員の育児支援】

【雇用管理改善方策普
及・促進】

【権利擁護人材育成】

【新型コロナウイルス
感染症対策関連】

1介護職の魅力発信事業 3介護体験型理解促進事業

2介護技術コンテスト開催事業 4【新規】地域で取り組む介護人材養成確保推進
事業

5福祉・介護人材確保対策事業（福祉・介護人材参
入促進事業）

8福祉・介護人材確保対策事業（福祉・介護人材定
着促進進事業_介護助手）

6介護人材発掘育成事業 9介護人材ＵＩＪターン促進事業

7福祉・介護人材マッチング機能強化事業 10介護福祉士修学資金等貸付事業費補助

11
【新規】外国人留学生への奨学金の給付等に係
る支援事業

12老人クラブ事務手続き等支援事業

13介護人材育成認証評価制度事業 16介護事業所ＩＣＴ導入支援モデル事業

14介護ロボット導入支援事業 17【新規】介護の生産性向上支援事業

15あおもりノーリフティングケア推進事業

18新介護職員応援イベント開催事業 19新採用介護職員人材育成・定着支援事業

20介護事業所内保育施設運営費補助 21福祉・介護人材確保対策事業（福祉・介護人材定
着促進進事業_育児支援）

22外国人介護人材受入施設環境整備事業

23
新型コロナウイルス感染症流行下における介護サー
ビス事業者等のサービス提供体制確保事業費

24福祉・介護人材確保対策事業（潜在的有資格者
再就業促進事業）

26アセッサー講習受講支援事業
27チームワーク強化支援事業

25
福祉・介護人材確保対策事業（福祉・介護人材
キャリアパス支援事業）

28階層別研修事業

29介護施設等におけるリーダー養成等研修事業

30介護支援専門員資質向上事業

31認知症サポート医養成事業 34介護従事者向け認知症介護研修事業

32認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援
推進委員育成事業

35認知症ケアにおける多職種連携研修事業

36認知症サポーター活動促進事業

33認知症対応力向上研修事業 37
【新規】地域における認知症施策の底上げ・充実
のための重点支援事業

38市民後見推進事業 40高齢者権利擁護等推進事業看護職員研修事業

39介護従事者向け権利擁護研修事業

41介護職員等医療的ケア研修事業（高齢分） 45「青森県型地域共生社会」市町村支援事業

42介護職員等医療的ケア研修事業（障害分）

43医療介護連携推進事業 46介護施設における看護職員の資質向上推進事
業

44介護施設における医療介護連携人材養成事業

47地域包括支援センター職員等研修事業 48訪問介護サービス提供責任者研修事業

49【新規】家族介護者支援に係る研修等事業

50 あおもりすこやか自立プラン推進協議会設置事業

1 地域密着型サービス等提供施設整備事業費補助 4 介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援事業費補助

2 施設開設準備経費等支援事業費補助 5 介護施設等における看取り環境整備推進事業費補助

3 介護施設等における感染防止対策事業 6  介護職員の宿舎整備事業費補助

【認知症ケアのための
人材育成】

【家族介護者支援】

基盤整備 1件

青森県の介護サービス類型別利用者数（各年７月現在）主な介護者の状況

全国の第８期介護保険料

（人）

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年度９月報告）

第４節 介護サービスの充実と質の確保

資料：厚生労働省（国民生活基礎調査）（2019年）
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１ 介護サービスが必要になっても、住み慣れた地域で介護サービスが受けられるよう、在宅サービスを基本としたサービスの充実に努めていく。
２ 一方、在宅生活が困難な方のニーズに対応するため、施設サービスの確保も必要であるが、高齢者人口は令和７年まで増加を続けた後に減少に転じるものと見込ま

れており、今後は、既存施設と在宅サービスによる対応を基本としたサービス基盤の整備を図ることが重要。

◯ 要介護認定者数の伸びは、後期高齢者数の増加等により、高齢者人口の伸びを上回る見込みとなっている。
◯ 在宅サービスの利用量の伸びは、特に、

・中重度の方を支える在宅サービス（定期巡回・随時対応型サービス、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）
・増加が見込まれる認知症高齢者を支える在宅サービス（認知症デイサービス）

が増加し、要介護認定者数の伸びを上回る見込みとなっている。

高齢者人口、要介護者数、サービス量の見込み

高齢者人口の伸びを上回る見込み

対H30比 対H30比
高齢者人口 410,814 418,864 102.0% 419,070 102.0%
高齢化率 31.3% 33.5% 2.2% 35.8% 4.5%
要介護認定者数　　 75,179 77,071 102.5% 83,395 110.9%
要介護認定率 18.3% 18.4% 0.1% 19.9% 1.6%

　訪問介護　（回/月） 608,007 654,968 107.7% 811,852 133.5%
　通所介護　（回/月） 143,620 147,669 102.8% 153,220 106.7%
　短期入所生活介護　（日/月） 58,408 67,696 115.9% 79,971 136.9%
　訪問看護　（回/月） 43,011 47,375 110.1% 65,208 151.6%
　小規模多機能型居宅介護　（人/月） 983 1,223 124.4% 1,389 141.3%
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護　（人/月） 81 202 249.4% 205 253.1%
　看護小規模多機能型居宅介護　（人/月） 98 267 272.4% 280 285.7%
　認知症対応型通所介護　（回/月） 7,148 7,901 110.5% 9,727 136.1%

　特別養護老人ホーム　（人） 6,737 7,056 104.7% 7,450 110.6%
　老人保健施設　（人） 5,243 5,243 100.0% 5,441 103.8%
　介護医療院　（人） 41 67 163.4% 867 2114.6%
　認知症高齢者グループホーム　（人） 5,095 5,257 103.2% 5,495 107.9%
　特定施設入居者生活介護　（人） 673 682 101.3% 744 110.5%

R2
H30

R7
項目

在宅サービス

施設・居住系サービス

○第１号被保険者の保険料
（１）第８期介護保険料基準月額

 本県の第８期介護保険料基準額は６，６７２円（１ヶ月当たり。市町

村加重平均。）となり、第７期と比較して８４円増（＋１．３％）

→第８期は全国第３位、第７期、第６期も第３位。第５期は第６位

 全国の平均介護保険料基準額は６，０１４円（＋２．５％）

第７期
（H30～R2年度）

第８期
（R3～R5年度）

増 減

青森県 ６，５８８円 ６，６７２円 ＋８４円

全 国 ５，８６９円 ６，０１４円 ＋１４５円
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○第１号被保険者の保険料
（２）保険者別保険料基準月額の分布

・青森県の保険料は、６，００１～７，０００円に約７割が集中。

・全国の保険料は、 ５，００１～６，５００円に約７割が集中。

保険料基準月額
青森県 全国

保険者数 割合 保険者数 割合

3,001円以上 ～ 3,500円以下 3 0.2%

3,501円以上 ～ 4,000円以下 4 0.3%

4,001円以上 ～ 4,500円以下 15 1.0%

4,501円以上 ～ 5,000円以下 144 9.2%

5,001円以上 ～ 5,500円以下 288 18.3%

5,501円以上 ～ 6,000円以下 3 7.5% 488 31.1%

6,001円以上 ～ 6,500円以下 8 20.0% 366 23.3%

6,501円以上 ～ 7,000円以下 20 50.0% 205 13.0%

7,001円以上 ～ 7,500円以下 4 10.0% 35 2.2%

7,501円以上 ～ 8,000円以下 5 12.5% 18 1.1%

8,001円以上 ～ 8,500円以下 4 0.3%

8,501円以上 ～ 9,000円以下

9,001円以上～ 1 0.1%

合計 40 100.0% 1,571 100.0%

○要介護（要支援）認定率の推移

・近年の要介護（要支援）認定率はやや低下傾向。

13.2%

14.9%

16.2%
17.1%

17.7% 18.1% 18.0% 17.9% 18.0% 18.0% 18.4% 18.7% 18.9% 19.1% 19.0% 18.8% 18.5%
18.0%

17.9% 17.8% 17.9% 17.9%

11.0%
12.4%

13.9%
15.1%

15.7% 16.1% 15.9% 15.9% 16.0% 16.2%
16.9%

17.3%
17.6% 17.8% 17.9% 17.9% 18.0%

18.0% 18.3% 18.4% 18.7% 18.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

青森県 全国

（注）介護保険事業状況報告（年報）より作成(令和３年度は３月末現在の数値）。第２号被保険者を除く。
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○要介護（要支援）認定者数の推移（青森県）
・直近５年の要介護（要支援）認定者数に大きな変化はない。

・軽度者及び中・重度者の割合に大きな変化はない。

（注）介護保険事業状況報告（年報）より作成。第２号被保険者を含む。

人 ％

（注）介護保険事業状況報告より作成。令和４年１月サービス提供分。
居宅サービスと地域密着型サービスの重複受給者の割合は考慮していない。

○要介護（要支援）認定者の介護サービス利用状況
（青森県）（第２号被保険者を含む）

・要介護（要支援）認定者のうちサービスを利用していない者の割合は、
全国の１４．２％に対し、青森県は１１．３％。
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・全国平均は、居宅サービスで１３４千円、地域密着型サービスで４６千円、施設サービスで
８８千円、合計２６８千円。（青森県は、２９９千円。）
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（注）介護保険事業状況報告（年報）より作成。
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○青森県の介護保険給付
（２）第１号被保険者１人当たり給付費（令和２年度）

・青森県は、居宅+地域密着型サービスの給付が高い。

（注）介護保険事業状況報告（年報）より作成。特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費等を含まない。
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○青森県の介護保険給付

（３）第１号被保険者に占めるサービス受給者の割合
・本県は、地域密着型サービスの給付が全国と比較して多い。

・認知症高齢者グループホームに係る給付は全国平均の２倍。

区 分 本 県 全 国

居宅（介護予防）サービス １０．４４ % １１．０８ %

地域密着型（介護予防）サービス ２．７３ % ２．４６ %

施設サービス ２．７１ % ２．６６ %
介護老人福祉施設 １．３３ % １．５７ %
介護老人保健施設 １．１７ % ０．９６ %
介護療養型医療施設 ０．０９ % ０．０３ %
介護医療院 ０．１２ % ０．１１ %

サービス総計（延べ） １５．８９ % １６．２０ %

（注）介護保険事業状況報告より作成。令和４年１月サービス提供分。
居宅サービスと地域密着型サービスの重複受給者の割合は考慮していない。

（備考）第１号被保険者１人当たりの認知症高齢者グループホームに係る保険給付月額
・青森県 → ３，１０４円 全国平均 → １，５４９円

介護給付適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする過不足
のないサービスを事業者が適切に提供するよう促すことであり、適切なサービスの確保とその結果とし
ての費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資する
ものである。

介護給付適正化の主要５事業を全て実施している市町村は３７市町村（Ｒ４年３月時点）で、②ケアプ
ランの点検以外については、全市町村で実施。

主要５事業の実施状況（Ｒ４年３月時点） 実施市町村数 実施割合（％）

① 要介護認定の適正化 ４０市町村 １００％

② ケアプランの点検 ３７市町村 ９２．５％

③ 住宅改修等の点検 ４０市町村 １００％

④ 縦覧点検・医療情報との突合 ４０市町村 １００％

⑤ 介護給付費通知 ４０市町村 １００％

○介護給付の適正化
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第５節 介護サービス事業所等の指導等の実施状況

･集団指導･･･・全ての介護サービス事業者を対象に講習方式で行う指導。
（講習項目例）高齢者虐待防止、非常災害対策、実地指導の指導状況

・実地指導・・・介護サービス事業者等の事業所において実地で行う指導。
毎年度実施計画を策定して計画的に実施。

（２）指導方法

（主な根拠法令） 介護保険法：第24条、第76条、第90条、第100条、第114条の2

介護サービス事業者等に対し、介護保険法令に定める介護給付等対象サービスの取扱い、
介護報酬の請求等に関する事故について周知徹底させること。

（１）業務の目的

（３）実地指導の実施状況

区分
令和元年度 令和２年度 令和３年度

集団指導 実地指導 集団指導 実地指導 集団指導 実地指導

居宅サービス事業者・

介護予防サービス事業
者 中止

55 897 27 945 58

介護保険施設 67 119 20 127 16

（単位：件）

（※）令和元年度の集団指導は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

第６節 国民健康保険

１ 一般状況

（１）加入状況（青森県内）

資料：国民健康保険事業年報（注）国保加入率＝国保被保険者数÷県人口×100
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（注）保険料（税）には介護納付金分を含まない。

１人当たり保険料（税）県平均：86,043円 1世帯当たり保険料（税）県平均：134,949円

（２）国保保険料（税）の比較 （令和２年度）

資料：国民健康保険事業年報

保険料(税)額 順位 保険料(税)額 順位

平内町 135,852 1 240,087 1
横浜町 109,954 2 189,299 3
蓬田村 109,641 3 197,911 2
六戸町 105,789 4 172,404 5
東北町 102,130 5 172,868 4
外ヶ浜町 100,812 6 163,202 9
田子町 100,105 7 167,496 7
三沢市 97,649 8 152,398 14
中泊町 96,465 9 158,139 10
板柳町 96,120 10 169,750 6
七戸町 94,605 11 143,653 21
十和田市 93,289 12 145,812 18
野辺地町 93,128 13 138,286 29
階上町 93,119 14 142,580 22
おいらせ町 91,889 15 145,574 19
東通村 91,219 16 166,419 8
鰺ヶ沢町 90,272 17 151,202 15
三戸町 90,198 18 154,326 12
黒石市 89,135 19 146,101 17
弘前市 88,810 20 141,471 24

保険者名
一人当たり 一世帯当たり

保険料(税)額 順位 保険料(税)額 順位

五戸町 88,781 21 139,872 27
佐井村 88,662 22 141,954 23
藤崎町 88,346 23 149,438 16
大間町 87,643 24 153,423 13
つがる市 87,057 25 154,679 11
六ヶ所村 85,940 26 136,476 30
田舎館村 84,241 27 138,654 28
むつ市 83,968 28 127,610 32
平川市 83,336 29 140,951 25
五所川原市 83,328 30 131,594 31
大鰐町 82,245 31 127,216 33
鶴田町 82,142 32 144,459 20
新郷村 81,977 33 140,229 26
八戸市 80,458 34 118,876 35
西目屋村 78,713 35 116,677 37
青森市 77,604 36 116,299 38
深浦町 74,700 37 118,700 36
南部町 74,697 38 121,305 34
今別町 72,812 39 103,733 39
風間浦村 67,414 40 100,747 40

一人当たり 一世帯当たり
保険者名

（注）収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第3位未満四捨五入）

（３）国保の市町村別収納率（現年度分）

資料：国民健康保険事業年報

○令和２年度の収納率を市町村別に見ると、平内町（98.08％）が最も高く、大間町（86.73％）が
最も低い。

○令和２年度においては、35市町村において収納率が上昇した。

順位 順位 順位 順位 順位 順位

平内町 98.08 1 97.83 1 0.24 31 蓬田村 94.62 21 93.60 26 1.02 12

風間浦村 97.29 2 96.61 3 0.68 18 鶴田町 94.58 22 94.32 19 0.27 30

田子町 97.17 3 96.41 6 0.75 16 中泊町 94.51 23 92.86 30 1.65 5

田舎館村 96.97 4 97.08 2 -0.11 36 黒石市 94.41 24 93.70 25 0.71 17

外ヶ浜町 96.93 5 96.49 4 0.45 24 東北町 94.33 25 93.48 27 0.84 13

東通村 96.93 6 95.90 11 1.02 11 板柳町 94.20 26 92.37 33 1.83 4

新郷村 96.47 7 95.94 10 0.53 21 大鰐町 94.19 27 93.97 22 0.22 32

南部町 96.41 8 95.98 8 0.43 25 五戸町 94.15 28 93.77 24 0.38 27

七戸町 96.30 9 96.44 5 -0.14 37 三戸町 94.09 29 94.49 18 -0.40 39

つがる市 96.26 10 95.95 9 0.31 28 藤崎町 94.06 30 94.04 21 0.02 35

野辺地町 96.24 11 95.48 12 0.75 15 五所川原市 93.78 31 92.38 32 1.40 7

六戸町 95.99 12 94.64 16 1.35 9 階上町 93.64 32 93.37 29 0.27 29

十和田市 95.72 13 95.19 13 0.53 20 弘前市 92.77 33 91.58 35 1.19 10

西目屋村 95.64 14 96.00 7 -0.36 38 横浜町 92.62 34 90.48 37 2.14 3

佐井村 95.13 15 92.84 31 2.29 2 今別町 92.55 35 95.13 14 -2.58 40

深浦町 95.09 16 94.93 15 0.16 34 おいらせ町 92.46 36 92.29 34 0.17 33

平川市 95.05 17 94.55 17 0.50 22 八戸市 91.04 37 90.55 36 0.49 23

むつ市 94.89 18 93.47 28 1.43 6 青森市 90.88 38 90.32 38 0.56 19

鰺ヶ沢町 94.72 19 94.29 20 0.43 26 三沢市 90.83 39 89.47 39 1.37 8

六ヶ所村 94.65 20 93.85 23 0.80 14 大間町 86.73 40 81.50 40 5.23 1

市町村計 93.21 92.48 0.73 －

保険者名
R2年度 R元年度 対前年度増減

保険者名
R2年度 R元年度 対前年度増減
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（４）国保の市町村別収納率（現年度分）の推移

資料：国民健康保険事業年報
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２ 医療費の状況
（１）国民健康保険医療費の概況（青森県内）

年度
区 分

H28 H29 H30 R1 R2

年度平均被保険者数
（人）

365,564 341,285 323,589 309,628 300,887

医療費（千円） 123,518,497 119,133,098 115,350,393 113,952,959 109,426,593

1人当たり医療費（円）
（前年比（％））

337,885
(101.8)

349,072
（103.3）

356,472
（102.1）

368,032
（103.2）

363,680
(98.8)

受診率
※100人
当たり
件数

入 院 22.3 23.0 23.4 23.7 22.8

入院外 861.4 871.8 887.4 897.4 846.8

歯 科 132.4 135.7 139.3 147.6 140.3

計 1,016.0 1,030.4 1,050.1 1,068.6 1,010.0

1件当た
り

日数

入 院 15.73 15.77 15.73 15.70 15.83

入院外 1.56 1.53 1.50 1.48 1.45

歯 科 2.19 2.13 2.07 2.00 1.96

計 1.95 1.92 1.89 1.86 1.84

（注）市町村は3月～2月ﾍﾞｰｽ、
国保組合は4月～3月ﾍﾞｰｽの値を用いている。1人当たり医療費（年額）：年間総医療費÷年度平均被保険者数

受診率：レセプト件数÷年度平均被保険者数×100
1件当たり日数 ：診療実日数÷レセプト件数

資料：国民健康保険事業年報
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（２）国民健康保険の1人当たり医療費の推移

資料：国民健康保険事業年報

本県の国民健康保険の一人当たり医療費は、医療の高度化や受診率の増加等により、
年々増加傾向にあり、平成２９年度以降は、全国平均を上回った。

前期高齢者交付金

391.9億円

財政安定化支援事業

都道府県
調整交付金

（９％）

65.5億円

調整交付金（国）
（９％）

118.8億円

定率国庫負担
（32％）

256.8億円

約50％ 約50％

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

調整交付金（国）

公費負担額（全国）

市町村への地方財政措置：19.5億円

○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生
による国保財政の急激な影響の緩和
を図るため、国と都道府県が高額医療

費の一部を負担。
事業規模 21億円

(国と都道府県は1/4ずつ負担)

高額医療費負担金

医療給付費等総額： 約1,222億円

保険料

（283.5億円）

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。

事業規模 58.5億円
（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定
割合を公費で支援。

事業規模 30.5億円
(国 1/2、都道府県 1/4、市町村1/4)

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費負担金

３ 財政状況
（１）市町村国保財政の状況（令和２年度実績ベース）

保険者努力支援制度

特別高額医療費
共同事業

○ 著しく高額な医療費（１件420万円
超）について、都道府県からの拠出金
を財源に全国で費用負担を調整。

事業規模 1.8億円

特別高額医療費共同事業

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、
予防・健康づくり等の取組状況に応じ
支援。

事業規模 17.4億円

保険者努力支援制度

国 計： 34,700億円
都道府県計：

11,300億円
市町村計： 1,700億円

法定外一般会計繰入

0円 ※

※ 令和２年度決算における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
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４ 特定健康診査・特定保健指導
平成20年度から、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した「特定健康診

査・特定保健指導」を40歳から74歳までの被保険者に対して実施している。

資料：特定健康診査・特定保健指導の実施状況（厚生労働省）
市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書（国保中央会）

36.3 

37.1 

38.0 38.0 

33.8 

36.6 

37.2 

37.9 38.0 

33.7 

33.0

35.0

37.0

39.0

H28 H29 H30 R1 R2

特定健康診査実施率

青森県 全国平均

（％）

（１）青森県の状況

42.6 

44.4 

46.2 

47.5 

45.4 

26.3 
26.9 

28.9 29.3 

27.9 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

H28 H29 H30 R1 R2

特定保健指導実施率

青森県 全国平均

（％）

本県の国民健康保険の特定健康診査の実施率は全国平均と同程度で推移し、特定保健指導の
実施率は全国平均を上回って推移しているが、令和２年度はいずれも前年度から低下した。新
型コロナウイルス感染症の影響により市町村がそれらの実施を控える期間があったり、被保険
がそれらを受けるのを控えたりしたことなどが主な原因として考えられる。

（２）市町村の状況

○令和２年度の特定健康診査実施率を市町村別に見ると、田子町（59.2％）が最も高く、深浦町
（6.4％）が最も低い。
○全体の約９割に当たる35市町村が、前年度に比べ低下しているが、その主な原因としては（１）のと
おり新型コロナウイルス感染症の影響によるものなどが考えられる。

資料：市町村国保特定健康診査等実施状況報告
（国保中央会）

順位 保険者名 2年度 元年度
対前年度

増減

% % %

33.8 38.0 △ 4.2

21 青森市 36.6 40.3 △ 3.7

32 弘前市 30.6 34.5 △ 3.9

35 八戸市 28.1 31.5 △ 3.4

15 黒石市 40.1 42.5 △ 2.4

36 五所川原市 28.0 30.4 △ 2.4

19 十和田市 38.2 40.5 △ 2.3

38 三沢市 21.7 26.0 △ 4.3

37 むつ市 25.3 34.4 △ 9.1

10 平内町 43.0 45.0 △ 2.0

12 今別町 41.8 39.1 2.7

11 蓬田村 41.9 42.6 △ 0.7

27 鰺ヶ沢町 33.5 36.6 △ 3.1

40 深浦町 6.4 39.3 △ 32.9

24 西目屋村 35.0 63.4 △ 28.4

23 藤崎町 36.1 49.0 △ 12.9

2 大鰐町 49.1 48.7 0.4

4 田舎館村 48.5 55.6 △ 7.1

14 板柳町 40.8 44.3 △ 3.5

29 中泊町 31.7 34.2 △ 2.5

8 鶴田町 44.6 48.6 △ 4.0

県平均

順位 保険者名 2年度 元年度
対前年度

増減

34 野辺地町 28.2 28.2 0.0

26 七戸町 33.6 43.3 △ 9.7

18 六戸町 38.3 42.8 △ 4.5

20 横浜町 37.5 40.1 △ 2.6

13 東北町 41.0 49.1 △ 8.1

7 六ヶ所村 45.5 41.8 3.7

39 大間町 21.1 32.1 △ 11.0

3 東通村 48.7 49.8 △ 1.1

22 風間浦村 36.3 39.8 △ 3.5

17 佐井村 39.1 41.9 △ 2.8

30 三戸町 30.9 32.2 △ 1.3

31 五戸町 30.8 31.0 △ 0.2

1 田子町 59.2 60.0 △ 0.8

5 南部町 46.6 46.8 △ 0.2

28 階上町 32.6 38.4 △ 5.8

6 新郷村 45.8 42.3 3.5

9 つがる市 43.6 46.2 △ 2.6

33 外ヶ浜町 30.2 33.4 △ 3.2

16 平川市 39.3 47.8 △ 8.5

25 おいらせ町 34.4 42.1 △ 7.7
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策定の目的 構成 概 要

49

〇 県と市町村が
一体となり、保険
者としての事務
を互いに共通認
識のもとで実施

〇 安定的な財政
運営や効率的な
事業運営の確保

〇 国民健康保険
事業の広域化・
効率化の推進

対象期間：３年間

（令和３年度～
令和５年度）

３年ごとに見直し

１ 医療費の見通し
及び財政の状況

２ 納付金及び保険
料の標準的な算定
方法

３ 保険料の徴収の
適正な実施

４ 保険給付の適正
な実施

５ 医療費適正化

６ 国民健康保険事
業の効率化

７ 保健・医療・介護・
福祉・その他の関連
施設との連携

○被保険者数及び世帯数の状況 ○医療費の状況と今後の見通し
○国民健康保険財政の状況と財政運営の考え方 ○赤字削減及び解消の取組
○財政安定化基金 ○国民健康保険事業におけるPDCAサイクルの推進

○市町村の保険料等の状況 ○保険料水準の統一についての方向性
○納付金の算定方法 ○標準的な保険料率の算定方法
○激変緩和措置

○収納率及び収納対策の状況
○収納率向上に向けた取組

○レセプトの審査及び点検 ○第三者行為求償事務の取組
○保険医療機関等への指導及び診療報酬等の返還事務
○療養費の支給の適正化 ○高額療養費の多数回該当の取扱い

○医療費適正化の状況と取組
○高医療費市町村に対する助言等

○保険者事務の取組 ○市町村事務処理標準システム
○医療費適正化の取組 ○収納対策の取組
○保健事業の取組

○青森県型地域共生社会の実現に向けた市町村国保の主体的な取組
○市町村に対する県の役割と支援

５ 青森県国民健康保険運営方針
国民健康保険法の規定に基づき、県内の統一的な国民健康保険の運営方針として平成２９年１２月に策定した。
策定から３年目にあたる令和２年度に、内容検証と改定を行い、令和３年４月から改定後運営方針を適用している。

第７節 後期高齢者医療

１ 一般状況

<対象者> 75歳以上の者及び65歳以上74歳以下で一定の障害のある者

（１）加入状況（青森県内）

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）、住民基本台帳月報（青森県市町村課）

H29 H30 R1 R2 R3
75歳以上① 198,467 201,838 202,489 200,978 203,754
65歳～74歳② 8,775 8,517 8,410 8,497 8,146
合計（①＋②） 207,242 210,355 210,899 209,475 211,900
後期高齢者の割合 16.0% 16.5% 16.7% 16.8% 17.3%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

加入状況の推移（年度末現在）
（人）
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後期高齢者の健康診査受診率の推移

青森県 全国平均

（２）健康診査

資料：青森県後期高齢者医療広域連合資料
全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料

青森県後期高齢者医療広域連合では、生活習慣病の早期発見と重症化予防のため、健康
診査を実施している。令和２年度の受診率は22.8％で、令和元年度と比較すると３ポイン
ト減少するなど、全国平均を下回って推移している。

（％）

(速報値)

２ 医療費の状況
（１）後期高齢者医療費の概況（青森県内）

年 度
区 分

28
（3月～2月）

29
（3月～2月）

30
（3月～2月）

元
（3月～2月）

２
（3月～2月）

年度平均被保険者数
（人）

202,740 206,077 208,637 210,899 210,496

（再掲）65歳～74歳 （9,112） （8,888） （8,898） （8,410） （8,452）

医療費（千円）
（前年比（％））

166,271,681
（100.7）

170,028,722
（102.3）

171,543,975
（100.2）

174,198,549
（101.5）

169,545,820
（97.3）

1人当たり医療費（円）
（前年比（％））

820,121
（99.4）

825,073
（100.6）

822,215
（99.7）

826,686
（100.5）

805,460
（97.4）

受診率
※100人当た

り件数

入 院 71.1 71.1 71.3 69.3 67.0

入院外 1577.5 1572.0 1572.0 1567.0 1468.3

歯 科 116.4 120.5 123.6 131.9 121.7

計 1765.0 1763.6 1765.9 1768.2 1657.1

1件当たり
日数

入 院 17.8 17.6 17.5 17.5 17.5

入院外 1.8 1.7 1.7 1.7 1.6

歯 科 2.2 2.2 2.1 2.1 2.0

計 2.5 2.4 2.4 2.3 2.3

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）

1人当たり医療費（年額）：年間総医療費÷年度平均被保険者数
受診率：レセプト件数÷受給者数×100
1件当たり日数 ：診療実日数÷レセプト件数

 第６章　高齢福祉保険課　事業概要

-204-
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青森県 全国平均

（２）後期高齢者の一人当たり医療費の推移

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）

本県の後期高齢者の一人当たり医療費は、受診率が低く、全国平均を下回って推移し
ている。

（円）

後期高齢者医療制度保険給付費
（総額 1,615.7億円）

後期高齢者
支援金

（４／１０）
630.7億円

市町村負担金
（１／１２）
126.6億円

県負担金
（１／１２）
126.6億円

国負担金
（３／１２）
379.9億円

保険料等
（１／１０）
176.4億円

※国支援分含む
国調整交付金
（１／１２）
175.5億円

３ 後期高齢者医療制度の財政の概要（令和２年度実績）

青森県高齢者医療広域連合が行う原則75歳以上の高齢者の医
療に要する経費の一部を負担する。
（負担率 国：県：市町村＝3/12：1/12：1/12）

令和２年度県負担金 12,661,955千円

後期高齢者医療費負担金

保険料収納額の不足等による青森県後期高齢者広域連合の財
源不足に対して、資金の貸付・交付を行うため、県に設置する
「青森県後期高齢者医療財政安定化基金」に拠出する。
（負担率 国：県：広域連合＝1/3：1/3：1/3）

令和２年度積立金総額 451千円
令和２年度末基金残高 1,333,094千円

後期高齢者医療財政安定化基金積立金

青森県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の1件
当たり80万円を超える高額医療に関する給付に要する経費の一
部を負担する。
（負担率 国：県：広域連合＝1/4：1/4：2/4）

令和２年度県負担金 694,210千円

後期高齢者医療高額医療費負担金

市町村が低所得者層に対して行った保険料の軽減分を基に算
定した額を一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り入れる
経費の一部を負担する。
（負担率 県：市町村＝3/4：1/4）

令和２年度県負担金 3,115,414千円

後期高齢者医療保険基盤安定制度

〔上記割合は、おおよそのものである。〕
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第８節 特定健康診査・特定保健指導と医療費適正化計画

１ 特定健康診査・特定保健指導
本県全体の令和元年度における特定健康診査実施率は４９.６％となっており、都道府県別では４３位と低

い状況であるのに対し、同年度の本県全体の特定保健指導実施率は２５.７％、都道府県別で２２位と中位
に位置している。

（％） 特定健康診査実施率

資料：特定健康診査・特定保健指導の実施状況等に関するデータ（厚生労働省）
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348,000 
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320,000

330,000
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350,000
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27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度

青森県 全国平均

（円）

高齢者の医療の確保に関する法律第９条に基づき、生活習慣病の予防を中心とした「県民の健康の保持の推進」と
良質かつ適切な「医療の効率的な提供の推進」を図ることにより、医療費適正化の取組を進めるため策定する。

（計画期間）：平成30年度～令和５年度（６年間）

２ 現状

本県全体の令和元年度における１人当たり医療費は
３６１,１００円であり、都道府県別では２４位となっています。

３ 主な課題

・新生物は２０歳代から、循環器系の疾患は４０歳代
から増加しており、医療費総額に占める割合が高い

・死因別死亡の割合では、全国平均に比べ悪性新生
物及び脳血管疾患による死亡の割合が高い

・糖尿病による死亡率が全国１位

・特定健康診査の実施率が全国平均より低い

・メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合
が増加傾向

・喫煙者の割合が全国平均より高い

４ 進行管理と評価

本計画の実効性を高めるため、計画作成、実施、点
検・評価及び見直し・改善のＰＤＣＡサイクルにより取
組を循環させ、「青森県医療費適正化計画に係る懇
話会」や「保険者協議会」から意見を求め、年度ごとに
進捗状況を公表する。

資料：国民医療費の概況（厚生労働省）

１ 計画の目的

２ 青森県医療費適正化計画（第三期）の概要

一人当たり医療費の推移
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５ 目標と主な取組内容

（１） 「県民の健康の保持の推進」に関する目標
項目 現状 第三期目標

①特定健康診査の実
施率

４９.１％
（H30年度）

６８％以上
（R5年度）

②特定保健指導の実
施率

２７.３％
（H30年度）

４５％以上
（R5年度）

③メタボの該当者及
び予備群の減少率
（特定保健指導の対
象者の減少率）

（対H20年度比）

１５.００％減少
（H30年度）

２５％以上減少
（R5年度）

④喫煙防止対策

・成人の喫煙率
男性 ３４.９％
女性 １１.５％

（H28年度）

男性 ２３％以下
女性 ５％以下

（R4年度）

・受動喫煙防止対
策 を実施 して い る
施設の割合

県庁舎 １００.０％
市町村庁舎１００.０％
文化施設 ９６.６％
教育・保育施設

９８.５％
医療機関 ９３.３％
事業所（50人以上）

５０.０％
事業所（50人未満）

５４.１％
（R元年度）

１００％
（R4年度）

・未成年者の喫煙
率

中１男子 ０.２％
女子 ０.０％

高３男子 ０.９％
女子 ０.７％

（R元年度）

０％
（R4年度）

・妊娠中の喫煙率
２.２％

（R元年度）
０％

（R4年度）

（２） 「医療の効率的な提供の推進」に関する目標

項目 現状 第三期目標

①後発医薬品の安心使
用促進

８０.８％
（R元年度）

８０％以上
（R5年度）

②医薬品の適正使用の
推進（新規）

－

患者や医療機関及
び 薬局に対して、
医薬品の適正使用
に関する普及啓発
を推進

（億円）

平成29年度
(A)

令和５年度
(B) 増減 (B-A)

取組を行わないとした
場合 (a) ４，５０１ ５，０１７ ５１６

目標を達成した場 合
(b) ４，５０１ ４，９５７ ４５６

適正化の効果額 (b-a) － ▲６０ －

６ 医療費の見通し

項目 現状 第三期目標

⑤予防接種の推進 －

複数ワクチンに関
する正しい知識の
啓発及び広域予防
接種体制の充実を
図ることにより、予
防接種を推進

⑥生活習慣病等の重症
化予防の推進（新規）
・糖尿病性腎症による年
間新規透析導入患者数

２１０人
（R元年度）

１８５人
（R4年度）

第９節 保険医療機関等の指導監査の実施状況

東北厚生局青森事務所（健康保険法及び船員保険法所管）と合同で実施。
［担当者］事務職員、医療指導監、指導監査専門医、指導監査専門薬剤師

（根拠法令） 健康保険法第７３条、船員保険法第５９条、国民健康保険法第４１条、
高齢者の医療の確保に関する法律第６６条

（２）実施体制

･集団指導･･･・新規指定や指定更新等の保険医療機関等に対して、保険診療（調剤）の取
扱いや過去の指導事例等について、講習、講演方式で行う指導。

・集団的個別指導・・・診療報酬明細書（調剤報酬明細書）の１件当たりの平均点数が高い
保険医療機関等に対して、個別に簡便な面接懇談方式で行う指導。

・個別指導・・・高点数保険医療機関等に対して、指導月以前の連続した２か月分の診療報
酬明細書に基づき、面接懇談方式で行う指導。

（３）指導方法

保険医療機関及び保険医（保険薬局及び保険薬剤師）を対象に、保険診療（保険調剤）の
質的向上と適正化を図ることを目的に実施。

（１）業務の概要
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（４）指導状況 （単位：件）

保険医療
機関等

指導内容
平成

28年度
平成

29年度
平成

30年度
令和

元年度
令和

２年度

医科 集団指導 １７４ ９３９ １５０ ５８ ６８

集団的個別指導 ４４ ３３ ３５ ３７ ０

個別指導 ４０ ２８ ３８ ３２ ３０

歯科 集団指導 １２４ ５９８ ８５ ３９ ３２

集団的個別指導 ４０ ４６ ３７ ３８ ０

個別指導 ４１ ２７ ３３ ３２ ２６

薬局 集団指導 １１４ ６８８ １１２ ５４ ６７

集団的個別指導 ４８ ４５ ４７ ４９ ０

個別指導 ４７ ３３ ４３ ４３ ３８

資料：厚生労働省東北厚生局事業年報

※令和２年度の「集団的個別指導」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等の観点から中止
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第１表　老人クラブ結成状況

第２表　養護者による高齢者虐待件数

第３表   認知症サポーター及びキャラバン・メイト数

第４表　認知症サポート医数

第５表  認知症介護研修実施状況（令和３年度）

第６表  認知症疾患医療センター指定状況                

第７表　介護講座等実施状況

第８表　介護員養成研修実施状況     

年度 H29 30 R元 R2 R3

クラブ数（クラブ） 1,477 1,465 1,404 1,366 1,273

会 員 数（人） 45,871 44,497 40,943 37,839 34,689

（各年度末現在。青森市分を含む。）

年度 H29 H30 R元 R2 R3

高齢者虐待件数 153 199 174 162 198

年度 H29 H30 R元 R2 R3

認知症サポーター（人） 85,899 101,148 112,202 116,259 120,578

キャラバン・メイト（人） 1,597 1,697 1,843 1,921 1,916

実施課程 回　数 受講者数（人）

認知症介護指導者フォローアップ研修 1 1

認知症介護基礎研修 3 193

認知症介護実践者研修 5 298

認知症介護実践リーダー研修 1 48

認知症対応型サービス事業開設者研修 1 22

認知症対応型サービス事業管理者研修 2 75

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 1 15

回 数 受講者数（人） 回 数 受講者数（人） 回 数 受講者数（人）

高齢者疑似体験講座 66 1,968 20 658 21 723

介護・福祉用具体験講座 9 241 27 818 25 730

講　　　座　　　名
Ｒ元 Ｒ３Ｒ２

年度 H29 H30 R元 R2 R3

認知症サポート医数（人） 66 88 101 101 108

圏　域 医療機関名 指定開始年月日  備　考
青　森 県立つくしが丘病院 H21. 4.1 地域型
津　軽 弘前愛成会病院 H23.11.1 地域型
八　戸 青南病院 H23.11.1 地域型
上十三 高松病院 H24.11.1 地域型
西　北 つがる総合病院 H26.10.1 連携型
下　北 むつ総合病院 H29. 7.1 連携型

受　講
対象者

受講時間

年度 H29 H30 R元 R2 R3 H30 R元 R2 R3

修了者数（人） 736 709 651 600 580 － － 8 0

初任者研修課程 生活援助従事者研修課程

訪問介護事業に従事しようとする者若しくは
在宅・施設を問わず介護の業務に従事しよう
とする者

訪問介護事業（生活援助中心型のみ）に従事しようとす
る者若しくは在宅・施設を問わず介護の業務に従事しよ
うとする者

１３０時間 ５９時間
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第９表　老人福祉施設等状況（各年度４月１日現在）

第１０表　介護認定審査会の設置状況（令和4年4月1日現在）

第１１表　要介護（要支援）認定者数 (令和4年3月末)      　

第１２表　介護認定審査会委員研修の実施状況

第１３表　主治医研修の実施状況

第１４表　認定調査員研修の実施状況

第１５表　介護支援専門員の養成状況等

施設種別 年度 H30 R元 R2 R3 R4

か所 7 7 7 7 7
定員 460 460 460 460 460
か所 100 102 103 103 103
定員 4,931 5,048 5,108 5,113 5,113
か所 42 40 40 40 39
定員 3,533 3,425 3,429 3,429 3,379
か所 0 2 4 4 6
定員 0 72 138 138 433
か所 15 15 15 15 15
定員 425 425 425 425 425
か所 191 199 205 210 216
定員 5,320 5,611 5,802 5,967 6,204

（中核市である青森市及び八戸市所管分並びに有料老人ホームに係る事務が移譲された

  鰺ヶ沢町を除く。)

軽 費 老 人 ホ ー ム

有 料 老 人 ホ ー ム

介護医療院

養 護 老 人 ホ ー ム

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

老人福祉圏域名 　　 広　域　組　織　名 審査会設置年月日 合議体数  委員数

青森地域 青森地域広域事務組合 H11.10. 4 23 110

津軽地域 津軽広域連合 H11. 8.21 30 150

八戸地域 八戸地域広域市町村圏事務組合 H11.10. 1 20 140

西北五地域 つがる西北五広域連合 H11. 9.13 24 120

下北地域 下北圏域介護認定審査会 H11.10.25 7 35

上十三地域 上北地方教育・福祉事務組合 H11.10.01 16 96

　合　計 120 651

（単位:人、％）

要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

1 2 1 2 3 4 5

6,423 7,649 16,208 15,762 10,993 11,183 8,526 76,744 17.9

構成比 8.4 10.0 21.1 20.5 14.3 14.6 11.1 100.0  

※要介護（要支援）認定者数には、第１号被保険者のほか第２号被保険者を含む。

合　計

認定者数

第１号被保
険者に対す
る割合

年月日 場　所 参加者数

R3.11.8～R3.12.28 YouTubeによるオンライン研修、書面開催 664人

介護認定審査会委員研修

主治医研修

実施期間 令和3年12月1日

実施場所 ZOOMによるオンライン研修

参加者数 49人

年月日 場　所 参加者数 対象

R3.6.11
ZOOMによるオンラ
イン研修

155人 新任

R3.12.20～
R4.1.14

YouTubeによるオン
ライン研修

1,643人 現任

認定調査員研修

区分   　　　   年度 H29 H30 R元 R2 R3

実務研修受講試験合格者(人) 306 66 96 94 153

実務研修修了者(人) 293 64 93 87 157
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第１６表　介護サービス事業者等の指定状況（令和4年4月1日現在）

第１７表  介護保険審査会における裁決の状況　（令和4年3月末現在）

第１８表　集団指導実施状況

却　下 認　容 棄　却

82(44) 25(17)  57(27) 2(2) 16(16)  39(9)

※( )は要介護認定に係る審査請求

審査請求件数 取り下げ件数
裁決件数

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

居宅サービス事業者 1,078 1,025 897 945

居宅介護支援事業者 357

介護保険施設 124 123 119 127

計 1,559 1,148 1,016 1,072

居宅介護支援事業者の監督権限については、平成30年4月1日から市町村へ移譲。

令和元年度は中止（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため）

区　　　　分
実施事業者（施設）数

中止

訪問介護 327件 介護予防訪問入浴介護 19件

訪問入浴介護 20件 介護予防訪問看護 195件

訪問看護 198件 介護予防訪問リハビリ 93件

訪問リハビリ 93件 介護予防居宅療養管理指導 534件

居宅療養管理指導 543件 介護予防通所リハビリ 56件

通所介護 198件 介護予防短期入所生活介護 123件

通所リハビリ 57件 介護予防短期入所療養介護 47件

短期入所生活介護 124件 介護予防特定施設入居者生活介護 11件

短期入所療養介護 50件 介護予防福祉用具貸与 57件

特定施設入居者生活介護 13件 特定介護予防福祉用具販売 57件

福祉用具貸与 56件 1,192件

特定福祉用具販売 57件

1,736件 50件

介護老人福祉施設 75件 介護予防認知症対応型通所介護 42件

介護老人保健施設 41件 介護予防小規模多機能型居宅介護 28件

介護療養型医療施設 5件 介護予防認知症対応型共同生活介護 231件

介護医療院 6件 301件

127件

4,185件

335件

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3件  

夜間対応型訪問介護 1件

認知症対応型通所介護 46件

小規模多機能型居宅介護 30件

認知症対応型共同生活介護 235件

地域密着型特定施設入居者生活介護 3件

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 32件

看護小規模多機能型居宅介護 5件

地域密着型通所介護 89件

444件

※中核市分を除く

     小 　 計

     小 　 計

     合　　計（１～７）

1.　在宅サービス 5.　介護予防サービス

     小　計

2.　施設サービス

6.　介護予防支援

7.　地域密着型介護予防サービス

     小　計

3.　居宅介護支援事業

4.  地域密着型サービス

     小 　 計
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第１９表　実地指導・監査実施状況

第２０表　低所得対策実施状況

第２１表　地域包括支援センター職員等研修事業（令和３年度）

第２２表　国民健康保険、後期高齢者医療制度に関する技術的助言の実施状況

実地指導 監査  計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計

71 0 71 75 0 75 22 0 22 14 0 14 58 0 58

35 1 36

9 0 9 31 0 31 34 0 34 20 0 20 14 0 14

介護老人福祉施設 9 0 9 13 0 13 25 0 25 13 0 13 7 0 7

介護老人保健施設 0 0 0 18 0 18 9 0 9 7 0 7 7 0 7

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

57 0 57 49 0 49 33 0 33 13 0 13 15 0 15

172 1 173 155 0 155 89 0 89 47 0 47 87 0 87

※平成24年度までは「営利法人の運営する介護サービス事業者に対する指導監査」を「監査」として実施。

居宅介護支援事業者の監督権限については、平成30年4月1日から市町村へ移譲。

実施事業者（施設）数

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

計

　区　分

介護予防サービス事業者

介護保険施設

居宅介護支援事業者

居宅ｻｰﾋﾞｽ事業者

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

障害者ホームヘルプサービス利
用者に対する支援措置

2 2 2 2 2

社会福祉法人等による生計困難
者等に対する介護保険サービス
に係る利用者負担額軽減制度

28 26 23 26 28

離島等地域における特別地域加
算に係る利用者負担額軽減措置

0 0 0 0 0

中山間地域等の地域における加
算に係る利用者負担軽減措置

0 0 0 0 0

※市町村数は、交付決定時点。

　　区　　　　　　　分
実施市町村数

研　　　修　　　名 開催場所 修了者数 委　　託　　先

地域包括支援センター職員研修 青森市 69人
青森県地域包括・在宅介護
支援センター協議会

介護予防支援従事者研修 青森市 101人
青森県地域包括・在宅介護
支援センター協議会

［保険者に対する技術的助言の実施状況］

年度 保険者数（保険者）

H29 21

H30 20

R元 9

R2 2

R3 20

［広域連合等に対する技術的助言の実施状況］

年度 実施件数（件）

H29 10

H30 8

R元 8

R2 2

R3 11
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第２３表  国民健康保険審査会における裁決の状況

第２４表　保険基盤安定負担金（市町村国保）

第２５表　療養諸費

第２６表　保険料（税）賦課状況（現年分）

第２７表　保険料（税）滞納世帯数、滞納額、短期被保険者証等の交付状況（市町村国保）

第２８表　差押世帯数、差押額（市町村国保）

却　下 認　容 棄　却

H29 1 0 1 0 0 1

H30 0 0 0 0 0 0

R元 0 0 0 0 0 0

R2 0 0 0 0 0 0

R3 1 0 1 0 0 1

年度 審査請求件数 取り下げ件数
裁決件数

（単位：千円）

県（3/4） 市町村（1/4） 小計 国（1/2） 県（1/4） 市町村（1/4） 小計

H29 4,661,230 1,553,744 6,214,974 1,646,073 823,036 823,036 3,292,145 9,507,119

H30 4,615,482 1,538,493 6,153,975 1,595,556 797,778 797,778 3,191,112 9,345,087

R元 4,488,891 1,496,297 5,985,188 1,554,681 777,341 777,341 3,109,363 9,094,551

R2 4,385,095 1,461,698 5,846,793 1,522,890 761,445 761,445 3,045,780 8,892,573

R3 4,328,902 1,442,967 5,771,869 1,502,875 751,437 751,437 3,005,749 8,777,618

保険者支援分保険料軽減分
計年度

区分

件数 費用額 1人あたり 100人あたり 件数 費用額 1人あたり 100人あたり

年度 （件） （千円） 医療費（円） 受診件数（件） （件） （千円） 医療費（円） 受診件数（件）

H28 6,035,088 123,238,340 338,385 1,657 514,581,101 11,026,747,423 352,839 1,647

H29 5,740,655 118,886,000 349,697 1,689 492,571,392 10,709,233,038 362,159 1,666

H30 5,554,772 115,087,627 357,063 1,723 477,682,317 10,419,325,404 367,989 1,687

R元 5,397,281 113,693,735 368,648 1,750 464,901,892 10,305,752,426 378,939 1,709

R2 4,978,918 109,158,215 364,189 1,661 421,324,242 9,842,293,079 370,881 1,588

青森県 全国

区分

調定額 １世帯あたり 1人あたり 収納率 調定額 １世帯あたり 1人あたり 収納率

年度 （千円） の額（円） の額（円） （％） （千円） の額（円） の額（円） （％）

H28 31,166,012 143,199 85,574 91.05 2,861,187,007 140,171 86,286 91.92

H29 29,749,940 143,550 87,508 91.96 2,775,957,342 139,270 87,396 92.45

H30 27,699,402 138,542 85,938 92.13 2,687,374,084 137,440 87,625 92.85

R元 26,910,765 138,585 87,257 92.48 2,631,488,917 137,564 89,025 92.92

R2 25,789,670 134,949 86,043 93.21 - - - -

（注１）１世帯･1人あたり保険料には介護納付金分を含まない。

（注2）収納率には居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。

青森県 全国

（単位：世帯数、千円）

区分

滞納世帯 滞納額 短期被保険者証 資格証明書 滞納世帯 滞納額 短期被保険者証 資格証明書

年度 交付世帯 交付世帯 交付世帯 交付世帯

H27 43,295 3,508,363 12,823 2,860 3,364,023 258,383,216 1,018,980 234,367

H28 41,480 3,083,116 11,968 2,669 3,124,953 238,824,058 981,964 203,604

H29 37,455 2,634,442 10,657 2,213 2,892,932 213,672,513 823,757 183,124

H30 29,888 2,392,177 9,114 2,004 2,671,058 194,078,046 754,043 171,501

R元 26,083 2,216,822 8,392 1,603 2,449,629 187,229,990 621,322 150,970

※滞納世帯、短期被保険者証交付世帯、資格証明書交付世帯は各年6月1日現在

青森県 全国

区分

延べ差押数 差押金額 延べ差押数 差押金額

年度 （世帯） （千円） （世帯） （千円）

H27 4,243 2,272,498 298,233 96,967,935

H28 4,468 1,709,962 336,436 99,384,393

H29 4,712 1,804,196 349,108 95,572,079

H30 4,461 1,402,512 356,141 92,775,698

R元 3,648 1,021,098 341,274 84,253,027

（注）滞納世帯数は各年度６月１日の状況（過年度分も含む）、滞納額は現年度分の状況

青森県 全国
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第２９表　単年度収支、実質収支、基金等保有額の状況（市町村国保）

第３０表  後期高齢者医療審査会における裁決の状況

第３１表　後期高齢者医療給付費負担金

第３２表　後期高齢者医療基盤安定制度負担金

第３３表　後期高齢者医療高額医療費国庫負担金

第３４表　後期高齢者医療財政安定化基金積立額

区分

実質収支

収支額 収支額 収支額 収支額

年度 割合 （億円） 割合 （億円） 割合 （億円） （億円）

H28 40 7 17.5% 25 2 5.0% 15 4 1,716 473 27.6% 1,483 3,293

H29 40 3 7.5% 45 1 2.5% 45 3 1,716 355 20.7% 2,306 4,862

H30 40 11 27.5% 27 0 0.0% 44 0 1,716 957 55.8% △ 857 2,449

R元 40 11 27.5% 14 0 0.0% 33 1 1,716 845 49.2% △ 216 2,081

R2 40 10 25.0% 16 0 0.0% 32 0 1,716 621 36.2% 837 2,753

基金等保
有額ゼロ
市町村数

全国青森県

単年度収支

保険者数
 赤字団体数

実質収支

 赤字団体数
保険者数

単年度収支

 赤字団体数

却　下 認　容 棄　却

H29 0 0 0  

H30 0 0 0

R元 0 0 0

R2 0 0 0

R3 1 1 0

 年度
 審査請
求件数

取り下げ
件数

裁決件数

（単位：円）

国 県 市町村

年度 （3/12） （1/12） （1/12）

H28 37,442,276,580 12,480,758,860 12,480,758,860

H29 38,102,786,550 12,700,928,850 12,700,928,850

H30 38,351,549,771 12,783,849,923 12,783,849,923

R元 38,914,025,547 12,971,341,849 12,971,341,849

R2 37,985,864,212 12,661,954,737 12,661,954,737

（単位：円）

県 市町村

年度 （3/4） （1/4）

H28 2,760,845,407 920,281,843

H29 2,819,722,733 939,907,617

H30 2,893,085,737 964,361,997

R元 2,807,381,875 935,793,968

R2 3,115,413,946 1,038,471,322

（単位：円）

国 県 広域連合

年度 （1/4） （1/4） （2/4）

H28 558,059,311 558,059,311 1,116,118,622

H29 563,524,416 563,524,416 1,127,048,832

H30 618,489,644 618,489,644 1,236,979,288

R元 641,648,691 641,648,691 1,283,297,382

R2 694,209,812 694,209,812 1,388,419,624

（単位：円）

年度 国 県 広域連合 運用益 計

H23 126,602,890 126,602,890 126,602,890 7,614,047 387,422,717 0 0 387,422,717 1,431,031,794

H24 135,472,465 135,472,465 135,472,465 4,102,300 410,519,695 0 0 410,519,695 1,841,551,489

H25 135,472,450 135,472,450 135,472,450 2,569,864 408,987,214 0 0 408,987,214 2,250,538,703

H26 0 0 0 2,363,065 2,363,065 0 0 2,363,065 2,252,901,768

H27 0 0 0 2,146,120 2,146,120 0 0 2,146,120 2,255,047,888

H28 0 0 0 1,240,276 1,240,276 0 0 1,240,276 2,256,288,164

H29 0 0 0 450,020 450,020 0 0 450,020 2,256,738,184

H30 0 0 0 450,110 450,110 0 0 450,110 2,257,188,294

R元 0 0 0 455,147 455,147 0 0 455,147 2,257,643,441

R2 0 0 0 451,528 451,528 0 925,000,000 △ 924,548,472 1,333,094,969

R3 0 0 0 159,971 159,971 0 925,000,000 △ 924,840,029 408,254,940

※平成22年度末残高：1,043,609,077円

基金積立額
貸付金 交付金 年度計 残高
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